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概 要 
広告業界のデジタル・メディア化が急速に進行している中で、既存企業である総合広告会社の国内事
業の売上高はテレビ広告中心となっており、新興企業であるネット広告会社のデジタル広告事業の成長の
勢いに及ばない。Christensen(1997)は、既存企業が新技術に対して、いかに対応するのが難しいことを指摘
している。根来(2019)は、Christensen を踏まえ、既存大企業が破壊的イノベーションへの対応において宿
命的に持つ制約を整理している。具体的には、既存製品と既存資源を持つがゆえの(1)「戦略選択の制約」
と既存事業を持つ大企業として(2)「組織の重さ問題」の 2 つの大きな制約があるとしている。 
本稿では、広告会社のデジタル化への対応に焦点を当て、デジタル化への対応の困難性を、これまで
あまり論じられてこなかった社員の環境認識や意識のバラツキ問題としてとらえ、実証分析する。ここで
の環境認識問題は、Christensen と根来の主張の実証という側面があり、社員の意識の乖離を平均値で測定
する。意識のバラツキ問題は、社員の意識バラツキを分散値で測定する。後者の「社員の意識のバラツキ問
題が既存企業の変革を難しくするのではないか」という着眼が、本研究の独自の特徴と言える。そこで、本
研究の研究目的を以下の 3 点とした。(1) 「既存企業である総合広告会社と新興企業であるネット広告会
社の意識の乖離差」と「総合広告会社の社内の意識のバラツキ」を測ることで、変革制約への項目を明らか
にする。(2)「総合広告会社の既存部門とデジタル部門の意識の乖離差」と「総合広告会社の既存部門とデ
ジタル部門の社内の意識のバラツキ」を測ることで、両利きの経営への問題項目を明らかにする。(3)「変
革制約への項目」と「両利きの経営への問題項目」に共通する項目を明らかにすることで、デジタル化への
変革への困難性に最もつながるであろう制約項目を明らかにする。 
総合広告会社とネット広告会社の社員アンケート調査の結果、以下の 5 点を確認することができた。
(1)既存企業である総合広告会社の社員意識に「変革への制約項目」や「両利きの経営への問題項目」とし
て、問題ない項目を一定数確認することができた。(2)総合広告会社の「変革への最も制約となっている項
目」が確認できた。(3)総合広告会社の「両利きの経営への問題項目」が確認できた。(4)総合広告会社の「変
革への制約」と「両利きの経営への問題項目」の両方が存在することを確認できた。(5)総合広告会社がデ
ジタル・トランスフォーメーションを進めるには、変革への制約項目および両利きの経営への問題項目の
両方のマネジメントをしていく必要がある。以上のまとめから、社員の環境認識や意識のギャップが総合
広告会社のデジタル化への対応の困難性を示していることを示唆することができる。 
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1. はじめに 
1.1. 研究の背景 
デジタル・トランスフォーメーションが進んでいる現在、デジタル化への対応が多く
の既存企業の喫緊の課題となっている。既存企業は、デジタル化の代替スピードの程度
と範囲の程度の環境認識の甘さや両利きの矛盾問題（市場のカニバリおよび資源の余剰
化と不足）などにより、デジタル化への対応が遅くなる傾向がある。様々な業界でデジ
タル・トランスフォーメーションが進んでいる中で、広告業界においても、デジタル・
トランスフォーメーションの影響で転換期を迎えており、既存企業（＝総合広告会社）
がトランスフォーメーションできるかが注目されている。広告業界でのデジタル・メデ
ィア化が急速に成長すると予測する見方が多いが、一方で、デジタル広告に懐疑的な意
思を表明している大手広告スポンサーもある。（1） 
本研究では、広告業界を事例とし、どのような要因で既存企業がデジタル化への対応
が遅れるのか、その要因について解明していく。 
 
1.2. 研究目的と研究アプローチ 
「デジタル化における対応戦略」は、デジタル・トランスフォーメーション(2)やデジ
タル・シフト戦略(3)などで議論されている、新技術による代替論、IT による業務効率化
論、自社事業全体のデジタル化論ではない。本研究における広告業界でのデジタル・ト
ランスフォーメーションは、広告メディアのデジタル化のことであり、このデジタル化
の進行は、①広告主の意思決定、②消費者行動、③広告会社の活動などで形成されるも
のである。本研究では、③の広告会社のデジタル化への対応に焦点を当て、デジタル化
への対応の困難性を、これまであまり論じられてこなかった社員の環境認識や意識のバ
ラツキ問題としてとらえ、実証分析する。ここでの環境認識問題は、後述する
Christensen と根来の主張の実証という側面があり、社員の意識の乖離を平均値で測定
する。意識のバラツキ問題は、社員の意識バラツキを分散値で測定する。後者の「社員
の意識のバラツキ問題が既存企業の変革を難しくするのではないか」という着眼が、本
研究の独自の特徴と言える。そこで、本研究の研究目的を以下の 3 点とする。 
 
（１） 「既存企業である総合広告会社と新興企業であるネット広告会社の意識の乖
離差（平均値）」と「総合広告会社の社内の意識のバラツキ（分散）」を測るこ
とで、変革制約への項目を明らかにする。 
（２） 「総合広告会社の既存部門とデジタル部門の意識の乖離差（平均値）」と「総
合広告会社の既存部門とデジタル部門の社内の意識のバラツキ（分散）」を測
ることで、両利きの経営への問題項目を明らかにする。 
 
                                                     
(1) 2017 年 10 月号 宣伝会議：ネット広告問題 広告界の対応 最前線 
 「ユニリーバ、P＆G など米大手広告主がマスに回帰！？ネット広告を取り巻く諸問題」https://mag.sendenkaigi.com/senden/201710/ad-
problem/011591.php 
(2) ベインカレント・コンサルティング(2016)『デジタルトランスフォーメーション』日経 BP 社. 
(3) ウェスターマン・ボネ・マカフィー(2018)『デジタル・シフト戦略』ダイヤモンド社. 
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（３） 上記（１）の「変革制約への項目」と上記（２）の「両利きの経営への問題項
目」に共通する項目を明らかにすることで、デジタル化への変革への困難性に
最もつながるであろう制約項目を明らかにする。 
 
本研究のアプローチとしては、2 章で、既存企業の対応戦略の代表的な理論を提示し
ながら、対応戦略の理論と研究目的の関連性について明示する。3 章では、広告業界の
概況やデジタル化に関する現状を整理しつつ、広告業界の現状と研究目的との関連性を
議論する。4 章では、研究目的の実証分析の調査手法・調査設計を示し、調査結果の概
要と解釈を提示する。5 章では、調査結果を基にして、研究目的について考察を行う。 
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2. 既存企業の対応戦略の理論とその困難性 
本章では、本研究に関連する代表的な理論のレビューを行い、これらの理論と研究目
的の論点を整理する。 
 
2.1. 既存企業の対応戦略の理論 
根来(2019)は、「破壊的イノベーションに対して既存企業が宿命的に対応に難しい」と
主張する Christensen(1997)の議論を受けて、既存企業の対応戦略の困難性を分析して
いる。また、Teece(2007)は、「ダイナミック・ケイパビリティ」という企業の変革能力
についての理論を提起した。以下では、これらの主張の中から、既存企業にはデジタル
対応においてどのような変革の制約があるのか、どのような要因でデジタル対応が難し
いのかを提示する。 
 
2.1.1. Christensen と根来の理論 
 Christensen(1997)の「イノベーションのジレンマ」では「破壊的技術が従来技術に取
って代わる過程と、優良企業に見られる強力な力が、以下の 5 つの破壊的技術の原則で
ある」として指摘している。(4) 
（1）企業は顧客と投資家に資源を依存している 
（2）小規模な市場では大企業の成長ニーズを解決できない 
（3）存在市場は分析できない 
（4）組織の能力は無力の決定的要因になる 
（5）技術の供給は市場の需要と等しいとは限らない 
上記の 5 つの指摘に対して、Christensen は「経営者が新しい技術に取り組む時にお
かす最大の過ちは、破壊的技術の原則と戦い、克服しようとすることである。」とし、
既存企業が新技術に対して、いかに対応するのが難しいことを指摘している。 
 この Christensen の主張を分かりやすく解説しているのが根来(2019)(5)である。根来
(2019)によると「クリステンセンの理論は、大企業が破壊的イノベーションに対応でき
ないのは、彼らが愚かだからではなく、合理的な意思決定をするからこそ遅れると主張
している。その理由は次の 5 つだという。（1）当面は、顧客が期待する性能に合わない。
（2）利益率が低い技術には投資することが難しい。（3）小規模な市場では大企業の成
長指向を満たせない。（4）組織の既存の評価基準に合わない。（5）存在しない市場は分
析できない。」であるとし、「このうち（1）〜（4）は、既存企業にとって合理的な判断
である。大企業は、既存市場の収益性を追求するがゆえに、『将来どうなるかわからな
い技術』の市場化に早いタイミングで取り組みことができないのである。クリステンセ
ンは、これを一種の宿命だととらえた。そのため、その処方箋は、結局スピンアプト組
織をつくって、そこに破壊的イノベーションをゆだねる他ないというものとなった。既
存組織の中では破壊的イノベーションを成功させることはできないと主張したのであ
                                                     
（4） Christensen(1997), The Innovator's Dilemma: When New Technologies Cause Great Firms to Fail , Harvard 
Business Review Press.玉田俊平太監修,伊豆原弓訳 『イノベーションのジレンマ―技術革新が巨大企業を
滅ぼすとき 増補改訂版』（翔泳社,2001）,pp. 300-302. 
（5） 根来龍之(2019)『デジタルテクノロジー × ビジネスモデル（仮題）』日経 BP 社.（近刊） 
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る」。 
 そこで、4 章での実証分析では、Christensen の「既存企業が破壊的イノベーションを
起こせない理由（＝変革への制約）」を確認したいと考える。 
 また、根来（2019）(6)は、Christensen を踏まえ、既存大企業が破壊的イノベーション
への対応において宿命的に持つ制約を整理している。根来は「既存企業には、宿命的な
制約がある。まず、既存製品と既存資源を持つがゆえの（1）『戦略選択の制約』と既存
事業を持つ大企業として（2）『組織の重さ問題』」の 2 つの大きな制約があるとしてい
る。既存大企業が破壊的イノベーションへの対応において宿命的に持つ制約を以下のよ
うに整理している。 
 
（1）戦略選択の制約（以下、戦略制約） 
 「戦略制約」については、「製品市場の（1）『戦略矛盾・共食い』問題と（2）資源の
『活用・不足・余剰』問題に分けられる。『戦略矛盾・共食い』問題は、製品代替の一種
であるデジタル化を進めると既存製品とカニバリを起こしたり、収益目標との矛盾が起
きる。」とし、共食い問題は「既存顧客は従来製品を求めているし、大きな市場規模が
見込まれ、当面の収益性は上回っている。既存事業の維持を望んでいる人が多いため、
徐々に変化したいと考えるのは必然。」であるため、既存企業が戦略的に変革しにくい
と指摘している。また、本研究の実証研究の対象である広告業界についても、「収益性
は既存事業のほうが高いほうが多い。例えば、大手広告会社にとってテレビ広告を仲介
する方が、ネット広告を仲介するよりずっと収益性が高い。このような場合、デジタル
化対応を早めることは当面の収益確保と矛盾してしまうのである。」とある。総合広告
会社が、既存顧客（＝広告スポンサー・消費者）からの需要にこたえるため、および、
当面の収益を求める株主のために、従来メディアである 4 マス広告に需要と収益の観点
から依存してしまい、新規メディアであるネット広告に移行しにくいことを指摘するこ
とができる。このような総合広告会社の経営判断は、Christensen と根来が言う、「既存
企業の合理的な判断」である。この合理的な判断について、総合広告会社とネット広告
会社の社員意識のアンケート調査（4 章）で確認をしていきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                     
(6) 根来龍之(2019)『デジタルテクノロジー × ビジネスモデル（仮題）』日経 BP 社.（近刊） 
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図表 2-1：「戦略矛盾・共食い」問題(7) 
 
（出所）根来(2019)より作成 
 
「資源の活用・不足・余剰問題」については、「経営資源がそのまま使えれば余剰が生
まれないが、プロセス代替が大きくなると、余剰が多く発生する。できるだけ雇用や取
引先の整理は避けたい。そのため、なるべく既存の事業を継続したいという誘因が働く。」
としている。この資源問題についても、「既存企業の問題は『愚かだから』対応を誤る
わけではない。余剰と不足が同時に起こると企業は動きが取れず、その制約の中で対応
を考えるから、戦略選択の範囲が小さくならざるをえない」ため、既存企業は合理的な
理由で、変革への対応が遅れると考えられる。広告業界においても、資源問題がどのよ
うな認識になっているのかをアンケート調査で確認する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                     
(7) 根来龍之(2019)『デジタルテクノロジー × ビジネスモデル（仮題）』日経 BP 社.（近刊） 
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図表 2-2:資源の「活用・不足・過剰」問題(8) 
 
（出所）根来(2019)より作成 
 
（2）組織の重さ問題（以下、組織制約） 
 根来(2019)によると、組織の重さ問題は、2 つの制約があるとしている。(9)「大企業の
『官僚的組織』問題と現業への『組織最適化』問題」である。既存企業である大企業の
作業が細分化されることにより、「部分最適で判断するようになり、人に対して調整を
行うコストを下げるために前例を踏襲することが根付いた。大きな組織が官僚化するの
は当然だ。」と指摘し、その処方箋としては、「経営者は、常に「目的より手続き重視に
なっていないか」「全体最適が失われていないか」「顧客よりも組織の事業を考えていな
いか」という問いを発し、官僚化を柔軟な組織へと常に引っ張ってやらなければいけな
い。組織の官僚化へ対抗できるのは経営者だけだ。」としている。本研究は経営者の意
思決定を研究目的としていないので、「官僚的組織」問題はアンケート調査の対象外の
問題とする。 
 
 
 
 
 
                                                     
(8) 根来龍之(2019)『デジタルテクノロジー × ビジネスモデル（仮題）』日経 BP 社.（近刊） 
(9) 同上 
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表 2-3:大企業の「官僚的組織」問題(10) 
 
（出所）根来(2019)より作成 
 
組織制約のもう一つの問題が「現業への『組織最適化』問題」である。根来(2019) 
では、「既存事業は、長年の実践の結果、マネジメントの構造と業務プロセスが確立し
ている。しかし、新事業、特にデジタル市場はどう進めればわからないという性質があ
る。たとえば、新しいビジネスは市場予測ができない。しかし、既存事業は予測して追
加投資を決めている。後者のプロセスに新事業が引っ張られると組織が重くなる。」 
このような組織の重さにより、「（1）新ビジネスモデルへの投資決定が遅れる、（2）既
存事業は軌道に乗っている場合は、新事業には人と資源がなかなか回ってこない、（3）
既存企業は評価基準が確立しているため、組織の既存プロセスと評価が合わない」と 3
つの要因で既存企業の困難性を説明している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                     
(10) 根来龍之(2019)『デジタルテクノロジー × ビジネスモデル（仮題）』日経 BP 社.（近刊） 
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図表 2-4：現業への「組織最適化」問題(11) 
（出所）根来(2019)より作成 
 
この問題の対応策として、根来(2019)では「マインドそのものを変えなくてはいけな
い。しかし、これが組織に既存事業があるかぎり、組織の構造やプロセスがそれに最適
になろうとするのは当然なのだ。それをデジタル対応できるようにするために『両利き
の経営』が必要だ。ここで両利きとは、アナログ事業とデジタル事業を両方やるための
マネジメントということである。」としている。両利きのマネジメントの重要性は、現
在の広告業界で最も重要な経営課題の一つである。この点も、アンケート調査で測定し
ていきたい。 
 根来(2019)の 4 つの制約についてまとめたものが、次の図表 2-5 である。この 2 つの
「戦略の制約」と「組織の制約」について、広告業界のアンケート調査で社員の意識を
測定し、どの制約が問題かを確認していきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                     
(11) 根来龍之（2019）『デジタルテクノロジー × ビジネスモデル（仮題）』日経 BP 社.（近刊） 
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図表 2-5：戦略の制約と組織の制約(12) 
 
 
（出所）根来(2019)より作成  
 
2.1.2. Teeceの理論 
Teece(2007)が提唱する「ダイナミック・ケイパビリティ」（以下、DC）は、企業の変
革対応能力の理論として著名な理論である。既存企業のリソースが企業の戦略活動を決
定し、このリソースが既存企業の競争優位の源泉になるという資源ベースの理論に対し
て、「環境が変化すると、固有の資源は企業を硬直化させ、企業の存続を危うくさせる
ものになる。こうした状況の中で登場してきたのが、ティースの DC 論である」(13)とし
ている。DC とは、「環境変化に対応するために組織内外のケイパビリティの統合・構
築・再配置を実行する組織・経営者のケイパビリティである」(14)であり、以下の 3 つの
能力に区別される。(15) 
（1）環境変化に伴う脅威を感知する能力（感知：Sensing） 
（2）そこに見いだせる機会を捉えて、既存の資源、ルーティン、知識をさまざまな
形で応用し、再利用する能力（捕捉：Seizing） 
（3）持続的競争優位を確立するために組織内外の既存の資源や組織を体系的に差編
                                                     
(12) 根来龍之(2019)『デジタルテクノロジー × ビジネスモデル（仮題）』日経 BP 社.（近刊） 
(13) 菊澤研宗(2018)『ダイナミック・ケイパビリティの戦略経営論』中央経済社, p. 28. 
(14) Teece(2009), Dynamic Capabilities and Strategic Management: Organizing for Innovation and Growth. Oxford   
University Press. 谷口和弘・峰巣旭・川西章宏・ステラ・S・チェン訳『ダイナミック・ケイパビリティ
戦略』（ダイヤモンド社, 2013 年） 
(15) 菊澤研宗(2018)『ダイナミック・ケイパビリティの戦略経営論』中央経済社, pp. 29-30. 
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成し、変容する能力（変容：Transforming） 
 
 Teece(2007)では、DC の構造を図表 2-6 のようにまとめており、Teece(2018)は、図表
2-7 のように DC の構造を企業の経営戦略と関連させて進化させている。 
 
図表 2-6：ダイナミック・ケイパビリティの基礎とビジネス・パフォーマンス 
 
（出所）Teece, SMJ, 2007(16) 
 
図表 2-7：ダイナミック・ケイパビリティ、ビジネスモデルと戦略の関係図 
 
（出所）Teece, Long Range Planning, 2018(17) 
                                                     
(16) Teece (2007),Explicating Dynamic Capabilities: The Nature and Microfoundations of (Sustainable)Enterprise 
Performance. Strategic Management Journal: pp. 1319-1350. 
(17) Teece (2018), Business models and dynamic capabilities. Long Range Planning: pp.40-49. 
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 菊澤(2018)は、DC の経営戦略論としての解釈として、「DC を用いて企業は全く新し
いものを生み出すのではなく、あくまで市場や環境の変化にしなやかに対応するように、
歴史的に形成された既存の資源を再利用し、再編成し、そして全体をオーケストラのよ
うに再編成すること、そして、これによって企業は一時的な競争優位ではなく、持続的
な競争優位を確立することができる。このような戦略思考がダイナミック・ケイパビリ
ティの経営戦略論なのである」(18)とし、100 年以上同じビジネスモデルでの広告業界だ
けでなく、多くの既存企業が取り組まなければならない有用な戦略論と言える。従って、
DC に関連する項目の意識差について、長い歴史のある総合広告会社と新興のネット広
告会社でのアンケート調査によって測定することは意義のあることであると考える。 
 
2.2. 既存理論と研究目的との関連性の整理 
前節では、既存企業の対応戦略について、Christensen(1997)の理論を発展させた根来
（2019）の（1）「戦略の制約」と（2）「組織の制約」、および、Teece(2007, 2018)が主張
する（3）DC の３つの理論を既存企業の対応戦略に関する最新理論として紹介した。こ
れらの理論が研究対象である広告業界でも関連性の高いと考え、これらの理論を関連づ
けた実証分析することにした。 
Teece と根来の理論の関係を図 2-8 のような関係図を仮説的に想定している。DC
の①SENSE・②SEIZE ができていたとしても、実際には③TRANSFORM できない既存
企業が多く、①SENSE・②SEIZE と③TRANFORM の間には大きな隔たりがあり、その
隔たりのマイナス要因が、戦略の制約と組織の制約ではないかと考えているからである。 
 
図表 2-8：DC と根来理論の関係図 
 
（出所）筆者作成 
                                                     
(18) 菊澤研宗（2018）『ダイナミック・ケイパビリティの戦略経営論』中央経済社, p. 31. 
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上記の想定のもと、総合広告会社とネット広告会社のデジタル化に対する社員の意識
アンケート調査項目について、これらの 3 つの理論のうち、「戦略の制約」、「組織の制
約」、「DC」の「①SENSE と②SEIZE」を関連させたアンケート調査設計を行う。そし
て、4 章のアンケート調査結果によって、「既存企業の変革への制約項目」の確認および
「両利きの経営への問題項目」の確認を行うことで、既存企業の変革への困難性を考察
していきたい。 
  
15 
 
3. 広告業界の現状整理 
本章では、実証分析の対象としている広告業界の現状（広告市場全体および各広告会
社の動向など）やデジタル化に関する現状を整理しつつ、広告業界の現状と研究目的と
の関連性を整理していきたい。 
 
3.1. 広告業界の概況 
広告白書 2018 年度版によると、「日本の広告費は、終戦後まもない 1947 年には約 14
億円（新聞広告が 3/4 程度、雑誌広告が約 1 割）、2017 年には約 6 兆円」であり、「日本
の総広告費は、名目 GDP の約 1％を推移している」(19)としており、経済成長と共に広
告費は伸び、景気が悪くなると広告費は減少するという市場規模の構造になっている。
情報メディア白書 2018 の 2006 年以降の日本の広告費と GDP のグラフ（図表 3-1）で
も、広告市場が GDP の“1%市場”であることが確認できる。 
 
図表 3-1：日本の広告費と GDP の推移 
 
※総広告費（億円）、国内総生産（％） 
（出所）情報メディア白書 2018(20) 
 一方で、広告費の内訳は、終戦後まもない頃から現在にかけて、大きく異なってい
る。電通日本の広告費 2017 によると、広告費の内訳は、図表 3-2 のようになってい
る。 
                                                     
(19) 日経広告研究所(2018)『広告白書 2018 年度版』日本経済新聞社, p. 19. 
(20) 電通メディアイノベーションラボ編(2018)『情報メディア白書 2018』ダイヤモンド社, p. 182. 
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図表 3-2：広告費の媒体配分 
 
※単位：億円 
（出所）日本の広告費 2017(21) 
 上記の広告費の媒体の推移をみると、テレビ（地上波）が全体の 44％を占め、次に
インターネット広告となっており、テレビ広告がトップの座に位置しているものの、
この 10 数年間のインターネット広告は急速な成長を遂げており、数年後にテレビ広告
を追い越す勢いである。一方、新聞（5.6%）と雑誌（2.9％）の落ち込みは激しいもの
となっている。 
 デジタル化が進行していると言われている中、なぜ、テレビ広告の占める割合が多
いのかを説明しているのが、図表 3-3 である。広告市場の 2 つの顧客（広告主と消費
者）が存在し、顧客の利用状況によって、利用媒体が変化する。インターネット広告
市場は確実に伸びているものの、情報メディア白書 2018 では「日本の広告市場の潮目
は変わったのか」というタイトルで、次のような状況解説をしている。「日本の広告市
場は過渡期に入ったといえる。（中略）マス媒体も従来のままでは衰退していくのは必
至であろう。しかしながら、これまでのマス媒体が必ずしも負の側面ばかりを持って
いるわけではなく、その媒体としての機能を十二分に発揮する余地はまだまだある。
世界は大きくインターネットメディアにシフトしているが、日本には今まで培ったそ
れぞれのメディア文化の土壌の良さもある」(22)としている。ステレオタイプ的な議論
                                                     
(21) 電通(2018)「日本の広告費 2017」 
(22) 電通メディアイノベーションラボ編(2018)『情報メディア白書 2018』ダイヤモンド社, p180. 
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では、「従来の 4 マスメディアは衰退、ネットメディアは急成長」と言われているが、
現在のところまでは、そこまで進んでおらず、日本の広告主や消費者からのテレビ広
告のような従来メディアについては、一定の支持を受けていると言える。 
 
図表 3-3：広告市場・広告主の利用媒体・消費者の利用媒体 
 
（出所）情報メディア白書 2018 より調整して作成(23) 
 
 では、今後の広告市場はどのような見通しなのかについては、広告白書 2018 年度版
による調査によると、図表 3-4 の広告主の調査結果（利用が増えると見込む媒体につ
いての調査）がある。この調査結果からによると、全体と広告費見通し企業で分けた
場合、インターネットとモバイル広告の利用が増えると見込む企業（60％以上）が圧
倒的に多く、次にテレビ広告（30～40％）で堅調ではあるが、新聞・雑誌・ラジオ
（20％以下）に関しては、今後の見込みとしては弱い媒体と予想される。 
 また、インターネット広告市場がどの程度の成長するかについて、インターネット
広告市場の実態と展望の予測データ（図 3-5）によると、インターネット広告市場の市
場規模は堅調に拡大していき、2020 年頃にはテレビ広告を追い越すと予測されてい
る。 
まさに、現在の広告市場において、デジタル広告にシフトしていくかの転換期であ
ることは間違いないが、今後のデジタル化へのスピードも読みにくい。かつて、第 1
位の広告メディアが新聞からテレビにメディアが代替したように、今後数年後に、テ
レビ広告からデジタル広告が広告メディアの第 1 位のメディアとなるとされている。
次節以降では、各広告会社の動向についてみていきたい。 
 
                                                     
(23) 電通メディアイノベーションラボ編(2018)『情報メディア白書 2018』ダイヤモンド社, p181. 
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図表 3-4：利用が増えると見込む媒体 
 
（出所）広告白書 2018 年度版(24) 
 
 
 
 
 
 
図 3-5：インターネット広告市場予測 
 
                                                     
(24) 日経広告研究所(2018)『広告白書 2018 年度版』日本経済新聞社, p14. 
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（出所）インターネット広告市場の実態と展望 2018 年度版(25) 
 
3.2. 総合広告会社の概況 
本節では、実証分析の対象としている総合広告会社の電通と博報堂の売上高構成、中
期経営計画、デジタル化への対応施策の 3 つの視点で説明していく。 
 
・売上高 
 電通と博報堂の直近 6～7 年の国内事業の売上高は、図表 3-6 および図 3-7 である。
電通は、売上高の半分をテレビが占めており、次に「マーケティング／プロモーション」、
「その他事業（＝衛星メディア、メディアプランニング、スポーツ、エンターテインメ
ント、その他コンテンツ）」の既存事業が続いている。プロモーション事業は、脱 4 マ
ス広告への対応戦略として、プロモーション事業を強化したためであり、その他事業の
成長（2013 年：130,859 百万円→2017 年：213,828 百万円）は、2019 年のラグビーワー
ルドカップや 2020 年東京オリンピック・パラリンピック関連でスポーツ関連の売上が
伸びたからだと思われる。一方で、インタラクティブメディア（インターネット広告）
は、2013 年：63,087 百万円から 2017 年：105,257 百万円となっており、伸び率として
は、既存事業である「その他事業」と同じ伸長率で推移している。 
 博報堂も電通と同じような内訳となっており、テレビが電通同様に堅調で、次に、「マ
ーケティン／プロモーション」、「クリエーティブ」の次に、「インターネットメディア」 
の順になっている。 
 
                                                     
(25) 矢野経済研究所(2018)『インターネット広告市場の実態と展望 2018』, p. 12.  
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図表 3-6：電通の売上高推移（国内：2013 年～2017 年）※単位：百万円 
 
（出所）電通 IR サイト(26) 
図表 3-7：博報堂の売上高推移（国内：2011 年～2017 年）※単位：百万円 
 
（出所）博報堂 IR サイト(27) 
 
                                                     
(26) 電通 IR サイト http://www.dentsu.co.jp/ir/data/annual/2013/dwl/index.html 
(27) 博報堂 IR サイト https://www.hakuhodody-holdings.co.jp/ir/library/  
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両社ともに、インターネット広告事業は伸びてはいるものの、既存事業（テレビ、
プロモーション、スポーツなど）を追い越すほどの伸長率ではないことが確認でき
る。前節で 2020 年頃には、広告市場全体では、デジタル広告がテレビ広告を追い越す
見込みであると述べたが、電通・博報堂の国内事業の売上高推移を見ると、2020 年頃
に両社の売上高に関して、デジタル広告がテレビ広告を上回るかどうかの予測は難し
い。ここに既存企業のデジタル化への困難性をうかがうことができる。 
 
・中期経営計画 
 電通及び博報堂の中期経営計画は、各社の IR サイトによると、次のようになってい
る。 
電通が 2013 年に発表した「Dentsu 2017 and beyond」(28)によると、戦略目標とし
て、次の 4 つを挙げている。 
（1）グローバルでのポートフォリオの多極化 
（2）デジタル領域での進化と拡大 
（3）ビジネスプロセスの革新と収益性の向上 
（4）コア・コンピタンスである日本市場でのさらなる事業基盤強化 
である。 
博報堂が 2013 年に発表した中期経営計画（29）では、2019 年 3 月に向けた計画とし
て、 
（1）“生活者データ・ドリブン”マーケティングの強化 
（2）アジアを中心とした新興国での体制強化 
（3）“専門性”と“先進性”の継続的な取り組み 
となっており、両社ともに、デジタル化への対応は共通している。 
 
・デジタル化への対応施策 
 2013 年の電通・博報堂の中計にあったように、両社ともにデジタル化への以下の対
応施策を打ち出している。 
（1）グループ会社化 
 電通は、2016 年 7 月にデジタルマーケティング専門の新会社「電通デジタル」を設
立した。同社によると「本社内組織である『デジタルマーケティングセンター』と、
グループ会社の『電通イーマーケティングワン』と『ネクステッジ電通』からのメン
バーが合流し、約 700 名の体制で営業を開始。」（30）とあり、成長戦略として掲げてい
るデジタル化への対応戦略として、別会社として発足させた。 
 博報堂は、2016 年 4 月に「博報堂 DY デジタル」を設立した。同社によると、「デ
ジタルメディアビジネスを推進する博報堂 DY メディアパートナーズのｉ-メディア局
等の組織と、デジタルマーケティングソリューションを提供する博報堂 DY メディア
                                                     
(28) 電通 IR サイト http://www.dentsu.co.jp/ir/data/setsumeikai/2013EA2/index.html 
(29) 博報堂 IR サイト https://www.hakuhodody-holdings.co.jp/group/businessplan.html 
(30) 電通ニュースリリース http://www.dentsu.co.jp/news/release/2016/0419-008743.html 
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パートナーズ 100%子会社の博報堂 DY インターソリューションズを戦略的に統合する
ことで、企業や生活者、メディアの『デジタルシフト』が進む中、博報堂 DY グルー
プ各社や DAC グループとの連携をこれまで以上に強め、メディアやクライアントの
パートナーとしてビジネスの成長や成果に貢献し、デジタル全領域をワンストップで
高品質に提供する『デジタルリーディングカンパニー』を目指す」としている。(31) 
両社ともに、2016 年に別会社として、500 名以上の規模（本社社員数の約 1 割以上の
規模）のデジタル新会社を設立して、加速化するデジタル化への対応を行っている。 
 
（2）データ・マーケティング 
 広告業界でのデジタル化への取り組みが必須である中、従来型のメディア広告のセ
ールスだけでなく、ネットで流通する消費者のデータを取り込んでいくデータを活用
したマーケティング）に注力している。電通は、「People Driven Marketing」という
統合マーケティング・フレームワーク(32)を、博報堂は、「“生活者データ・ドリブン”
マーケティング」(33)を開発し、サービス提供している。 
 
（3）ネット広告会社の買収・経営統合 
電通・博報堂ともに、日本国内のネット広告会社の買収・提携を加速化させている
（本論文では国内事業を事例対象としていため、海外 M&A 案件を除いている）。直近
の両社の動向を整理すると、電通は、2018 年 10 月 30 日にネット専業広告会社の大手
3 社であるセプテーニの約 2 割の株式を取得すると発表した。同社は、「セプテーニの
ノウハウを取り込み、成長が続くネット広告の市場を取り込みたい考え」としている
(34)。また、翌日の 2018 年 10 月 31 日には、ネット広告会社のボヤージュを連結子会社
とし、ボヤージュは電通のネット広告子会社サイバー・コミュニケーションズ
（CCI）と統合すると発表した。同社によると、「電通グループの顧客ネットワークと
ボヤージュの技術開発力を掛け合わせ、相乗効果を狙う」としている(35)。 
博報堂は、2018 年 8 月 6 日に、傘下のデジタル広告会社である DAC 完全子会社化
を目指すと発表した。「成長分野のインターネット広告をグループ全体で取り込むた
め、グループ間の連携を強化する考えだ」とされている。(36) 
電通・博報堂ともに、2018 年後半にネット広告会社の買収により、デジタル化への
対応を戦略的に強化し、「両利きの経営」を目指していることがわかる。以上が、総合
広告会社の概況の要諦である。 
 
3.3. ネット広告会社の概況 
本節では、実証分析の対象としているネット広告会社の大手であるサイバーエージェ
                                                     
(31) 博報堂 DY デジタルニュースリリース https://www.hakuhodody-digital.co.jp/news/270 
(32) 電通サイト http://www.dentsu.co.jp/business/pdm/ 
(33) 博報堂 DY グループサイト http://seikatsusha-ddm.com/about/ 
(34) 日本経済新聞ニュース https://www.nikkei.com/article/DGXMZO37127670Q8A031C1X35000/ 
(35) 同上 https://www.nikkei.com/article/DGXMZO3717872031102018X12000/ 
(36) 同上 https://www.nikkei.com/article/DGXMZO33855320W8A800C1X12000/ 
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ントとオプトの売上高推移および今後の動向の 2 つの視点で説明していく。 
 
 ・売上高 
 サイバーエージェントとオプトの売上高（広告事業のみ）および広告事業の内訳の推
移は、図表 3-8 および図表 3-9 である（ネット広告会社は、ゲーム事業、投資事業など
の多角化が進んでいるため、広告事業のみの売上高を抽出した）。サイバーエージェン
トの広告事業の売上高は、市場全体を上回る勢いで拡大しており、特に運用型広告、ス
マートフォン広告、動画広告が増えている。矢野経済研究所(2018)によると、「売上拡大
の要因として、案件数が据えていることや、広告主の予算額が拡大している」としてお
り、「予算額の拡大については、大手広告主においては、年間数十億円に達している」。
オプトも順調に売上高を拡大させており、サイバーエージェント同様に、特に運用型広
告、スマートフォン広告、動画広告が増えている。ネット広告会社の中でもメディア事
業のみに特化している会社が多い中で、オプトは、マーケティング事業にも注力するこ
とを強みとしていて、デジタル広告シフトの牽引役となっている。 
 
図表 3-8：サイバーエージェントの売上高 
 
（出所）インターネット広告市場の実態と展望 2018(37) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                     
(37) 矢野経済研究所(2018)『インターネット広告市場の実態と展望 2018』, p. 98. 
(単位：百万円)
前年比 前年比 前年比 前年比
112,747 142,110 126.0% 175,400 123.4% 208,100 118.6% 250,000 120.1%
66,520 93,790 141.0% 124,530 132.8% 153,990 123.7% 210,000 136.4%
SEM※ 43,970 58,270 132.5% 71,910 123.4% 91,560 127.3% 110,000 120.1%
インフィード 4,510 8,530 189.1% 21,050 246.8% 35,380 168.1% 55,000 155.5%
アドネットワーク/DSP 19,170 27,000 140.8% 29,820 110.4% 29,130 97.7% 22,500 77.2%
46,227 48,320 104.5% 50,870 105.3% 54,110 106.4% 40,000 73.9%
アフィリエイト 22,550 28,420 126.0% 33,330 117.3% 35,380 106.2% 22,500 63.6%
純広告 14,660 11,370 77.6% 10,520 92.5% 10,410 99.0% 5,000 48.0%
その他 9,020 9,950 110.3% 7,020 70.6% 8,320 118.5% 5,000 60.1%
62,100 90,600 145.9% 121,800 134.4% 163,200 134.0% 186,250 114.1%
1,600 3,600 225.0% 12,200 338.9% 28,000 229.5% 26,750 95.5%
※売上高はインターネット広告事業
※YDN、GDN、Yahoo!インディード広告、TrueView広告等はSEMに含む
2015年9月 2016年9月 2017年9月 2018年9月見込
売上高※
非運用型広告
スマートフォン広告の売上高
動画広告の売上高
運用型広告
2014年9月　　　　　　　　　  　　決算期
業績
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図表 3-8：オプトの売上高 
 
（出所）インターネット広告市場の実態と展望 2018(38) 
 
・今後の動向 
 広告業界へのデジタル・シフトがサイバーエージェントとオプトのようなネット広告
会社が広告業界の勢力図を変えようとしている中で、今後の動向として注目されるのは、
両社ともに、総合広告会社の強みであるソリューション力に注力を入れ始めているとこ
ろである。サイバーエージェントは、国内大手広告主からの案件が増えることで、「CM
のクリエーティブを含めたメディアプランニングまでを求められるようになった」「ク
リエーティブの強化に本腰を入れ始め、その競争力を高めることで、デジタルを活用し
たブランディングニーズに応える」とされている。(39) サイバーエージェントは、2018
年 4 月に AVATA という 3DCG 動画制作会社をグループ会社化し、同年 7 月にクリエ
ーティブ制作会社を 1 社設立した。オプトも、「クライアントのデジタルでのブランデ
ィング需要を見越し、3 年前から戦略立案から具体的なコミュニケーションの実行まで
トータルで提供できる体制を築いた」(40)としており、「デザイン・イノベーション・フ
ァーム」の設立やデジタルマーケター人材の開発研究機関「OPT HR Development セ
ンター」の設立などによって、ソリューション能力を高めてようとしている。両社に共
通するのは、大手広告主とのリレーションができたことにより、総合広告会社の強みで
ある「ソリューション」や「統合的なコミュニケーションの実行」までを新たな事業領
域として狙いつつある。前節および本節での総合広告会社とネット広告会社の概況をみ
てきたが、広告業界の勢力図が日々変わりつつある状況なのである。 
 
 
                                                     
(38) 矢野経済研究所(2018)『インターネット広告市場の実態と展望 2018』, p.94. 
(39) 『企業と広告 2018 年 10 月号』, p. 46. 
(40) 同上, p. 47. 
(単位：百万円)
前年比 前年比 前年比 前年比
59,990 106.1% 66,250 110.4% 77,080 116.3% 84,630 109.8%
39,590 106.1% 46,380 117.2% 55,500 119.7% 63,470 114.4%
17,990 109.7% 23,190 128.9% 27,750 119.7% 31,735 114.4%
21,600 103.2% 23,190 107.4% 27,750 119.7% 31,735 114.4%
20,400 106.1% 19,870 97.4% 21,580 108.6% 21,160 98.1%
アフィリエイト 8,400 99.1% 8,350 99.4% 8,300 99.4% 8,250 99.4%
純広告 9,000 93.6% 8,550 95.0% 8,120 95.0% 7,710 95.0%
その他 1,800 159.3% 2,970 165.0% 5,160 173.7% 5,200 100.8%
20,400 156.8% 33,130 162.4% 42,390 128.0% 50,780 119.8%
1,800 315.8% 3,270 181.7% 6,540 200.0% 13,080 200.0%
1,800 315.8% 5,400 300.0% 15,120 280.0% 37,800 250.0%
※売上高はインターネット広告代理事業
2017年12月 2018年12月　　　　　　　　　  決算期
業績
売上高※
運用型広告
ディスプレイ
サーチ
非運用型広告
スマートフォン広告の売上高
インフィード広告の売上高
動画広告の売上高
2015年12月 2016年12月
25 
 
3.4. デジタル広告の広告効果についての議論 
本節では、成長を続けているデジタル広告の広告効果についての理解を深めるため、
（1）デジタル広告のポジティブな点、（2）デジタル広告のネガティブな点について議
論しつつ、（3）広告効果についてのデータを提示しながら、デジタル広告の広告効果に
ついての議論としたい。 
 
（1）デジタル広告の主なポジティブな点 
 デジタル広告のポジティブな点について、「マーケティング思考で仕事や生活に役立
つ情報を発信するサイト」などの指摘を総合すると次のようになる。(41) 
①効果的なターゲット訴求： 
年齢・性別・職業・年収などの基本属性データをもとに、ターゲットを精緻化させ、リ・
ターゲティングをすることで、ターゲットに対して効果的に広告訴求ができる 
②PDCA における高度な分析： 
ネット上などでの消費者行動を解析しながら、広告効果を可視化することができる 
③データ・マーケティングでの活用： 
蓄積されたデータ・マーケティングを駆使することで、より洗練されたメディアプラン
を策定できる 
④インタラクティブ性： 
ネットの上のインタラクティブ性により、ネット上の広告から直接その場で購入につな
げることができる 
⑤手軽な広告掲載： 
4 マスメディアに比べ、デジタル広告は安い単価で、発注から時間をかけずに広告掲載
ができる 
 
（2）デジタル広告の主なネガティブな点 
 デジタル広告のポジティブな点について、「広告白書 2018」などの指摘を総合すると
次のようになる。(42) 
①ブランドセーフティ： 
社会的に不適切なコンテンツサイトなどへの掲載されてしまう 
②アドフラウド： 
AIロボットなどが広告アクセス数を不正に稼ぐ広告詐欺をしてしまう 
③ビューアビリティ： 
利用者の PC やスマホで閲覧できない画面などに掲載された広告に対して課金する 
④レスポンス重視の弊害： 
テレビや新聞広告に比べ、ネット広告はレスポンスが悪いと再度広告掲載しない傾向が
ある 
                                                     
(41) マーケティング思考で仕事や生活に役立つ情報を発信するサイト http://markehack.jp/internet-
advertising-merit-demerit/  
(42) 日経広告研究所(2018)『広告白書 2018 年度版』日本経済新聞社, pp.36-38. 
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⑤プライバシーの侵害： 
個人の購入・検索履歴及び嗜好が第 3者である SNSサイトなどに掲載され情報流出する
（※EUなどでは個人情報保護の観点から規制が強化されている） 
 従来の 4マスメディアについても、ポジティブな点とネガティブな点の両方を併せ持
つ性質はある。デジタル広告では、レスポンス重視で効果的な広告訴求ができる点が最
大のメリットではあるが、ネガティブな点で挙げたように、広告主や個人に対しての配
慮を深め、機能改善や業界規制などをすることで、今後のデジタル広告の成長につなげ
ていくことが求められている。 
 
（3）広告効果についての議論 
 広告白書 2018 によると、広告主がメディアを選択する際に重視する点として、ラン
キング順に①視聴者・読者の年齢層や基本属性」（80%）、②「媒体の到達率」（65％）、
③「視聴者・読者のライフサイクルや特性」（50％）(43)となっており、特に①について
はデジタル広告が有利な点であることは前述の議論で言えることである。 
 一方で、消費者サイドの広告の印象はどのようになっているかについては、「情報メ
ディア白書 2018」によると、図表 3-9のようになっている。このランキングによると、
12項目のうち 11項目でテレビ広告が 1位になっている。広告主が重視する「認知」「問
い合わせ・資料請求」「お店に行った」に関する項目についてテレビ広告が最も効果的
と言える結果になっている。一方で、デジタル広告（PC、タブレット、スマホ、携帯）
は、「認知」や「お店に行った」および「広告の内容をしっかり見る」などの項目で 5位
のランキングとなっている。本節での広告効果の議論において、テレビ広告とデジタル
広告のどちらが良いのかが交錯していることを指摘することができる。テレビ広告から
デジタル広告に代替するのか、テレビ広告とデジタル広告が補完関係として続くのかが、
今後の広告業界の潮流を予想上での大きな視点となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                     
(43) 日経広告研究所(2018)『広告白書 2018 年度版』日本経済新聞社, p. 14. 
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図表 3-9：消費者にとっての各メディアの広告の印象 
  
（出所）情報メディア白書 2018(44) 
 
 
                                                     
(44) 電通メディアイノベーションラボ編(2018)『情報メディア白書 2018』ダイヤモンド社, p. 193. 
■消費者にとっての各メディアの広告の印象<2017年/東京50km圏/12～69歳男女個人> (%)
順位 1 2 3 4 5
テレビCM
店頭や店内の
ポスター・
リーフレット
ネット広告
(PC・タブレット)
雑誌広告 新聞広告
18.0 10.2 8.7 6.4 4.7
テレビCM
ネット広告
(PC・タブレット)
新聞広告
電車の
車内広告
ネット広告
(スマホ・携帯・PHS)
62.9 3.7 3.5 2.6 2.6
テレビCM
ネット広告
(PC・タブレット)
折込
チラシ
店頭や店内の
ポスター・
リーフレット
ネット広告
(スマホ・携帯・PHS)
13.3 10.8 9.1 6.5 5.8
折込
チラシ
テレビCM
ネット広告
(PC・タブレット)
店頭や店内の
POP広告
ネット広告
(スマホ・携帯・PHS)
20.3 10.5 8.7 8.5 5.2
テレビCM
店頭や店内の
ポスター・
リーフレット
ネット広告
(PC・タブレット)
雑誌広告
折込
チラシ
19.4 9.0 8.8 5.6 5.0
テレビCM ラジオCM 新聞広告
電車の
車内広告
ネット広告
(PC・タブレット)
66.1 3.9 1.4 2.3 1.4
テレビCM
ネット広告
(PC・タブレット)
新聞広告
折込
チラシ
雑誌広告
13.8 5.8 5.7 5.7 4.8
テレビCM
折込
チラシ
ネット広告
(PC・タブレット)
店頭や店内の
POP広告
ネット広告
(スマホ・携帯・PHS)
31.7 9.3 5.4 4.2 3.4
テレビCM
折込
チラシ
フリーペーパー
フリーマガジン
雑誌広告
ネット広告
(PC・タブレット)
19.3 10.7 7.3 6.1 4.1
テレビCM
折込
チラシ
新聞広告 雑誌広告
ネット広告
(PC・タブレット)
18.9 10.6 9.2 8.6 5.2
テレビCM
ネット広告
(PC・タブレット)
ネット広告
(スマホ・携帯・
PHS)
雑誌広告 新聞広告
25.4 7.7 6.6 3.9 3.1
テレビCM
ネット広告
(PC・タブレット)
ネット広告
(スマホ・携帯・
PHS)
ネット動画広告
(スマホ・携帯・
PHS)
雑誌広告
9.2 2.9 2.9 1.6 1.2
ブログ・SNSに書き込む
品質や性能を
詳しく知る
発売された事を
知る
比較できて商品
選択に役立つ
価格がよくわかる
いろいろな確度からの
商品理解
商品名が印象に残る
資料請求
・問い合わせ経験がある
商品・サービスの
購入経験がある
広告掲載店に
行ったことがある
広告内容をしっかり見る
広告の内容を
ネットで調べる
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3.5. 広告業界の現状と研究目的との関連性の整理 
これまで広告業界の現状について提示してきたが、本節では、広告業界の現状と研究
目的の関連性について、以下の 2 つのポイントで整理していきたい。 
 
（1）広告業界の現状と制約問題 
 ・日本の広告費は、この数十年以上、GDP の 1％前後で推移しており、GDP が伸び
悩んでいる中で、広告費の拡大は見込みにくい状況である。そのため、デジタル広告の
売上が増加すると、他のメディアの売上が減少する共食い問題（＝戦略制約）が起こり
やすい業界と言える。同時に、メディアの転換期において、総合広告会社の社内の人材
リソースの不足・余剰問題（＝戦略制約）も起こりやすい。 
・広告効果の点でも、広告主および消費者は依然として、TV 中心をしたメディアを
利用していることがデータよって把握できる。このように、広告市場のデジタル化の転
換期なので、デジタル化への代替のスピードや範囲の読みが難しく、総合広告会社の意
識のバラツキが起きやすいと考えられる（＝戦略制約/DC）。また、総合広告会社の最大
の売上がテレビ広告であることが継続されることが予測されるため、既存事業のために
組織が最適化される宿命になっている（＝組織制約）。 
 
（2）広告業界の現状と両利きの経営問題 
・総合広告会社は、デジタル・トランスフォーメーション時代に対応するため、様々
なデジタル化への施策（別会社化、買収など）を打ち出している。一方で、総合広告会
社のデジタル広告の売上比率や売上高をみると、指数関数的に増加しているわけではな
い。これらの現状認識と研究目的を踏まえ、次章において実証分析をしていきたい。 
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4. 実証分析（アンケート調査） 
4.1. アンケート調査概要と調査設計 
1 章で提示した 3 つの研究目的を検証するために、総合広告会社とネット広告会社の
社員に対して、2018 年 10 月に行われた。実際、使用されたアンケート調査結果は、以
下のものである（アンケート調査票は「Appendix Ⅰ」参照）。 
 
図表 4-1：アンケート調査項目と調査意図 
 
（出所）筆者作成 
2018 年 9 月のアンケート調査設計時は、デジタル化への「スピード」・「範囲」・「脅
威」・「対応戦略」・「リソース」の 5 つの質問意図に分類して（＝アンケート票の左側）、
合計 38 問の質問を調査予定であったが、2 章で論じたように、本研究における既存企
業の対応戦略の理論の理解が進んでいく過程で、「戦略制約」「組織制約」「DC」を既存
企業の変革要因に関連する理論としたため、各質問項目の右側にこれらの 3 つの関連す
る理論を関連させ、アンケート調査で分析していきたい。 
アンケートは、総合広告代理店社員については 4 つのセグメントに分け、既存部門
（マネージャークラス）、既存部門（現場クラス）、デジタル部門（マネージャークラス）、
デジタル部門（現場クラス）を対象とし、同時に、ネット広告会社社員にも行った。調
査方法としては、調査票を紙で出力し、全ての対象者に対して、訪問調査または郵送調
査で実施した。2018 年 10 月 5 日から 10 月 31 日を実査期間として、合計 181 名の回答
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を得ることができた。集計結果の内訳は、図表 4-2 である。 
 
図表 4-2:アンケート集計表 
 
（出所）筆者作成 
 
本アンケート調査では、「広告市場のデジタル・メディア化」についての全 38 問に対
して、個人的な意見を 5 段階で回答してもらった。全ての質問の回答結果とグラフにつ
いては、「Appendix Ⅱ」に記載してある。ここでは、38 問の全ての回答にコメントせ
ず、次項において、いくつかの調査データから得られた調査結果とそのまとめを行って
いきたい。 
 
4.2. 調査結果 
本節では、研究目的考察のための前段階として、5 つの調査結果表を提示し、それぞ
れの調査結果についてコメントをし、最後に、5 つの調査結果表から得られるまとめを
考察することにする。 
 
（調査結果 1） 
調査結果表（図 4-3）では、総合広告会社全体とネット広告会社全体の環境認識のギ
ャップを平均値の乖離として使用し、乖離の大きい項目をランキング化した。上位 14
位に出現した項目（＝平均以上の項目）のうち、関連する３つの理論の出現率は、戦略
制約（47％）/組織制約（33％）/DC（23％）である。また、総合広告会社にとって、「戦
略制約」で変革へのネガティブ要因が上位に並んでいる。また、DC は全て変革へのポ
ジティブ要因として並んでいる。 
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全　　　　　　　　　体 181 38 41 37 32 33 
【セグメント】
総合広告会社 148 38 41 37 32 - 
　既存部門（計） 79 38 41 - - - 
　　既存部門・マネージャークラス 38 38 - - - - 
　　既存部門・現場クラス 41 - 41 - - - 
　デジタル部門（計） 69 - - 37 32 - 
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 - - 37 - - 
　　デジタル部門・現場クラス 32 - - - 32 - 
ネット広告会社 33 - - - - 33 
(人） （％）
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図表 4-3：総合広告会社とネット広告会社の平均値ランキング 
 
（筆者作成） 
（調査結果 2） 
調査結果表（図 4-4）では、総合広告会社社内のクラス（＝階層）間の環境認識のギ
ャップを平均値の乖離として使用し、乖離の大きい項目をランキング化した。上位 14
位に出現した項目のうち、関連する３つの理論の出現率は、戦略制約（36％）/組織制約
（66％）/DC（23％）である。また、総合広告会社のクラス間の乖離なので、戦略制約
の乖離もあるが、組織制約での乖離項目の出現率が高いことが特徴的である。社内のク
ラス間の乖離は組織制約に大きな影響を及ぼすことを示唆している。 
 
図 4-4：総合広告会社社内のクラス間の平均値の乖離 
 
（筆者作成） 
 
 
①総合広告会社とネット広告会社の平均値の乖離ランキング 平均値：0.64
順
位
問
番
号
ス
コ
ア
差
（
総
合
広
告
会
社
-
ネ
ッ
ト
広
告
会
社
）
関
連
す
る
理
論
変
革
へ
の
影
響
1 22 デジタル広告事業の作業は、効率が悪いと思う 1.88 戦略制約 －
2 28 自社は、他の競合他社に先駆けて、デジタル戦略を実行すべきだったと思う 1.45 戦略制約 －
3 21 デジタル広告事業の作業の収益性は、４マスメディア広告事業より高いと思う -1.44 戦略制約 －
4 7 自社において、広告業界におけるデジタル・メディア化は、ネガティブな影響（既存事業の縮小、収益力の低下等）を与えると思う 1.19 戦略制約 －
5 15 広告市場におけるデジタル・メディア化への脅威は、日に日に増していると思う 1.10 DC ＋
6 14 自社の経営層は、広告市場におけるデジタル・メディア化に危機感を感じていると思う 1.08 DC ＋
7 38 自社では、新事業に向けたプロジェクトが奨励され、盛んにおこなわれている -1.06 組織制約 －
8 27 自社は、デジタル化に伴い、何らかの新規事業に移行しないとならないと思う（＝ビジネスモデルの再構築等） 1.00 DC ＋
9 8 自社において、広告業界におけるデジタル・メディア化は、ポジティブな影響（収益力の拡大等）を与えると思う -0.96 戦略制約 －
10 24 自社の「デジタル戦略」（ネットメディア、データマーケティング等）はうまくいっていると思う -0.95 戦略制約 －
11 13 自社の経営戦略は、広告市場におけるデジタル・メディア化に対応していると思う -0.85 戦略制約 －
12 35 自社では、社内の優秀なメンバーがデジタル部門に投入されていると思う -0.84 戦略制約 －
13 11 今後、自社に脅威となる企業は、コンサル企業や総合商社であると思う 0.80 戦略制約 ＋
14 32 自社のリソース（人材、システム等）は、広告市場におけるデジタル・メディア化に対応していると思う -0.80 組織制約 －
②総合広告会社社内のクラス間の平均値の乖離ランキング 平均値：0.57
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1 8 自社において、広告業界におけるデジタル・メディア化は、ポジティブな影響（収益力の拡大等）を与えると思う 1.37 戦略制約
2 34 自社は、デジタル戦略にむけた技術開発などを行っている 1.08 組織制約
3 24 自社の「デジタル戦略」（ネットメディア、データマーケティング等）はうまくいっていると思う 1.07 戦略制約
4 7 自社において、広告業界におけるデジタル・メディア化は、ネガティブな影響（既存事業の縮小、収益力の低下等）を与えると思う 1.07 戦略制約
5 21 デジタル広告事業の作業の収益性は、４マスメディア広告事業より高いと思う 1.05 戦略制約
6 32 自社のリソース（人材、システム等）は、広告市場におけるデジタル・メディア化に対応していると思う 1.03 組織制約
7 13 自社の経営戦略は、広告市場におけるデジタル・メディア化に対応していると思う 0.97 戦略制約
8 3 広告市場におけるデジタル・メディア化は、今後、数年以内に起こると思う 0.86 DC
9 22 デジタル広告事業の作業は、効率が悪いと思う 0.82 戦略制約
10 27 自社は、デジタル化に伴い、何らかの新規事業に移行しないとならないと思う（＝ビジネスモデルの再構築等） 0.73 DC
11 10 今後、自社に脅威となる企業は、ネット広告会社であると思う 0.72 DC
12 33 デジタル領域作業を行うことを自社は高く評価（賞与など）してくれると思う 0.68 組織制約
13 37 自社では、デジタル領域において社内外の協力（ノウハウ、技術等）を得られることができる 0.66 組織制約
14 17 デジタル広告の扱いが増えることで、既存の４マス広告メディアの売上が下がり、矛盾を感じることがある 0.65 戦略制約
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（調査結果 3） 
調査結果表（図表 4-5）では、総合広告会社全体とネット広告会社全体の意識のバラ
ツキを分散値として算出し、総合広告会社とネット広告会社の分散のギャップの大きい
項目をランキング化した。上位 17 位に出現した項目のうち、総合広告会社の出現率が
65%で、ネット広告会社が 35％となっている。このバラツキが大きい会社は、「変革力
が不足」していると解釈でき、既存企業である総合広告会社が変革しにくいという調査
結果は、2 章での理論通りの結果と言える。 
 
図表 4-5：総合広告会社とネット広告会社全体の分散の差のランキング 
 
  （筆者作成） 
（調査結果 4） 
調査結果表（図表 4-6）では、総合広告会社社内の全体の意識のバラツキを分散値と
して算出し、分散の大きい項目をランキング化した。上位 14 位に出現した項目のうち、
関連する３つの理論の出現率は、戦略制約（63％）/組織制約（66％）/DC（30％）であ
る。総合広告会社社内のバラツキは、「戦略制約」および「組織制約」が同じ程度に社
内のバラツキとして出現していることが確認できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③総合広告会社全体とネット広告会社全体の分散の差ランキング 平均値：0.33
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1 9 今後、自社に脅威となる企業は、大手総合広告代理店であると思う 0.95 総合広告会社
2 10 今後、自社に脅威となる企業は、ネット広告代理店であると思う 0.90 総合広告会社
3 17 デジタル広告の扱いが増えることで、既存の４マス広告メディアの売上が下がり、矛盾を感じることがある 0.80 総合広告会社
4 1 広告市場におけるデジタル・メディア化は、自社に大きな影響を与えていると思う 0.79 ネット広告会社
5 23 デジタル広告事業は儲からないので、ネット専業代理店に任せた方が良いと思う 0.65 総合広告会社
6 18 クライアントからデジタル広告メディア関連の相談が増えている 0.63 ネット広告会社
7 3 広告市場におけるデジタル・メディア化は、今後、数年以内に起こると思う 0.62 総合広告会社
8 31 既存ビジネスの売上を下げながら、新規ビジネスを実行するのは難しいと思う 0.59 総合広告会社
9 22 デジタル広告事業の作業は、効率が悪いと思う 0.55 総合広告会社
10 8 自社において、広告業界におけるデジタル・メディア化は、ポジティブな影響（収益力の拡大等）を与えると思う 0.49 総合広告会社
11 38 自社では、新事業に向けたプロジェクトが奨励され、盛んにおこなわれている 0.41 総合広告会社
12 12 今後、自社に脅威となる企業は、ＩＴベンチャー企業であると思う 0.40 総合広告会社
13 5 今後５年間で広告業界における変化の速さは、加速すると思う 0.40 ネット広告会社
14 2 広告市場におけるデジタル・メディア化は、既に進んでいると思う 0.36 ネット広告会社
15 32 自社のリソース（人材、システム等）は、広告市場におけるデジタル・メディア化に対応していると思う 0.36 ネット広告会社
16 28 自社は、他の競合他社に先駆けて、デジタル戦略を実行すべきだったと思う 0.35 ネット広告会社
17 16 今後、デジタル広告の売上は、４マス広告メディアの売上を超えると思う 0.35 総合広告会社
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図 4-6：総合広告会社全体の分散ランキング 
 
（出所）筆者作成 
 
（調査結果 5） 
調査結果表（図表 4-7）では、総合広告会社社内のクラス（＝階層）間の意識のバラ
ツキの差を分散の差として算出し、分散差の大きい項目をランキング化した。上位 14
位に出現した項目のうち、関連する３つの理論の出現率は、戦略制約（36％）/組織制約
（66％）/DC（58％）である。総合広告会社社内のバラツキ（図表 4-6）と比較すると
「DC」項目の出現率が高い。これは、マネージャークラスに比べ、現場クラスの方が、
デジタル化への脅威などの DC 項目において、バラツキが少ない。例えば、問番号 3「広
告市場におけるデジタル・メディア化は、今後、数年以内に起こると思う」については、
現場クラスのバラツキが小さく（分散：1.34）、マネージャークラスでバラツキが大きく
なっている（分散：2.74）。問番号 10「今後、自社に脅威となる企業は、ネット広告会
社であると思う」についても、マネージャークラスの分散は 2.11、現場クラスの分散は
0.80 とその他の DC 項目でも、階層間の意識バラツキの差が認められる。 
また、総合広告会社社内のバラツキ（図表 4-6）と社内クラス間の分散の差（図表 4-
7）を比較すると、社内全体よりも社内クラス間のバラツキの差が全体として小さく、
社内クラス間のバラツキは、前述の総合広告会社の社内のバラツキの大きさほどは問題
にはなっていないと読み取れる。 
 
 
 
 
④総合広告会社全体の分散ランキング 平均値：1.25
順
位
問
番
号
総
合
広
告
代
理
店
全
体
の
分
散
ラ
ン
キ
ン
グ
関
連
す
る
理
論
1 3 広告市場におけるデジタル・メディア化は、今後、数年以内に起こると思う 2.08 DC
2 16 今後、デジタル広告の売上は、４マス広告メディアの売上を超えると思う 1.74 戦略制約
3 9 今後、自社に脅威となる企業は、大手総合広告代理店であると思う 1.71 戦略制約
4 23 デジタル広告事業は儲からないので、ネット専業代理店に任せた方が良いと思う 1.69 DC
5 10 今後、自社に脅威となる企業は、ネット広告代理店であると思う 1.59 戦略制約
6 17 デジタル広告の扱いが増えることで、既存の４マス広告メディアの売上が下がり、矛盾を感じることがある 1.55 戦略制約
7 34 自社は、デジタル戦略にむけた技術開発などを行っている 1.53 組織制約
8 31 既存ビジネスの売上を下げながら、新規ビジネスを実行するのは難しいと思う 1.52 戦略制約
9 7 自社において、広告業界におけるデジタル・メディア化は、ネガティブな影響（既存事業の縮小、収益力の低下等）を与えると思う 1.51 戦略制約
10 25 既存の広告関連事業（４マス広告、コンテンツ、スポーツ、プロモーション等）を強化することで自社は成長する 1.48 戦略制約
11 29 自社は、今後数年間のメディアの動向は激しく、キャッチアップができないと思う 1.47 戦略制約
12 33 デジタル領域作業を行うことを自社は高く評価（賞与など）してくれると思う 1.39 組織制約
13 11 今後、自社に脅威となる企業は、コンサル企業や総合商社であると思う 1.34 戦略制約
14 14 自社の経営層は、広告市場におけるデジタル・メディア化に危機感を感じていると思う 1.33 DC
15 30 既存事業とデジタル事業の両方を同時に進めるのは難しいと思う 1.33 戦略制約
16 38 自社では、新事業に向けたプロジェクトが奨励され、盛んにおこなわれている 1.32 組織制約
17 4 広告市場におけるデジタル・メディア化は、今後、進まないと思う 1.31 DC
18 22 デジタル広告事業の作業は、効率が悪いと思う 1.30 戦略制約
19 32 自社のリソース（人材、システム等）は、広告市場におけるデジタル・メディア化に対応していると思う 1.27 組織制約
20 8 自社において、広告業界におけるデジタル・メディア化は、ポジティブな影響（収益力の拡大等）を与えると思う 1.26 戦略制約
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図表 4-7 総合広告会社の社内クラス間の分散の差ランキング 
 
（出所）筆者作成 
 
4.3. 調査結果のまとめ 
本節では、図表 4-3～図表 4-7の確認された項目と関連理論の出現率をまとめながら、
アンケート結果から得られる傾向を分析する。確認された項目と関連理論の出現率は、
図表 4-8 にまとめることができる。 
 
図表 4-8：調査結果のまとめ 
 
（出所）筆者作成 
 
 図表 4-8 によると、図表 4-3（総合広告会社とネット広告会社の平均値の乖離）にお
⑤総合広告会社の社内クラス間の分散の差ランキング 平均値：0.63
順
位
問
番
号
総
合
広
告
会
社
社
内
の
分
散
の
差
関
連
す
る
理
論
1 3 広告市場におけるデジタル・メディア化は、今後、数年以内に起こると思う 1.41 DC
2 10 今後、自社に脅威となる企業は、ネット広告代理店であると思う 1.31 DC
3 8 自社において、広告業界におけるデジタル・メディア化は、ポジティブな影響（収益力の拡大等）を与えると思う 1.25 戦略制約
4 32 自社のリソース（人材、システム等）は、広告市場におけるデジタル・メディア化に対応していると思う 1.09 組織制約
5 7 自社において、広告業界におけるデジタル・メディア化は、ネガティブな影響（既存事業の縮小、収益力の低下等）を与えると思う 1.08 組織制約
6 16 今後、デジタル広告の売上は、４マス広告メディアの売上を超えると思う 1.01 戦略制約
7 1 広告市場におけるデジタル・メディア化は、自社に大きな影響を与えていると思う 0.88 DC
8 6 今後の成長分野は、「4マス広告メディア」から「デジタル広告メディア」に移行すると思う 0.86 DC
9 21 デジタル広告事業の作業の収益性は、4マスメディア広告事業より高いと思う 0.85 戦略制約
10 9 今後、自社に脅威となる企業は、大手総合広告代理店であると思う 0.82 DC
11 29 自社は、今後数年間のメディアの動向は激しく、キャッチアップができないと思う 0.81 DC
12 30 既存事業とデジタル事業の両方を同時に進めるのは難しいと思う 0.78 戦略制約
13 19 クライアントはデジタル広告メディアに効果があると思っている 0.73 戦略制約
14 5 今後5年間で広告業界における変化の速さは、加速すると思う 0.69 DC
15 33 デジタル領域作業を行うことを自社は高く評価（賞与など）してくれると思う 0.67 組織制約
16 34 自社は、デジタル戦略にむけた技術開発などを行っている 0.66 組織制約
17 17 デジタル広告の扱いが増えることで、既存の4マス広告メディアの売上が下がり、矛盾を感じることがある 0.64 戦略制約
18 24 自社の「デジタル戦略」（ネットメディア、データマーケティング等）はうまくいっていると思う 0.63 戦略制約
図表 調査結果表の種類 確認された項目 出現した理論の割合
4～３
総合広告会社とネット広告会社の「平均値」の乖離
・総合広告会社の戦略制約で変革へのマイナス要因が上位に並ん
でいる
戦略制約（47％）/組織制
約（33％）/DC①（23％）
4～４
総合広告会社内のクラス間の「平均値」の乖離
・上位14位の全てが変革への影響のマイナス要因になっている。
・組織制約で変革へのマイナス要因が上位に並んでいるのが特徴
となっている。
戦略制約（36％）/組織制
約（66％）/DC（23％）
4～５
総合広告会社全体とネット広告会社全体の「分散」の差
・ネット広告会社に比べ、総合広告会社の変革力不足を確認する
ことができる
ー
4～６
総合広告会社全体の「分散」
・戦略制約と組織制約が同じ程度に社内のバラツキとして出現し
ている
戦略制約（63％）/組織制
約（66％）/DC（30％）
4～７
総合広告会社の社内クラス間の分散の差
・総合広告会社全体の分散より、DCのバラツキ項目が多い。
・総合広告全体の分散（図表4-6の表）と比べると、クラス（階
層）間の分散は小さい。
戦略制約（36％）/組織制
約（66％）/DC（58％）
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いては、「戦略制約」が多くの制約要因として出現しているのに対して、図表 4-4（総合
広告会社内のクラス間の平均値の乖離）や図表 4-6（総合広告会社全体の分散）では、
「組織制約」が多くの制約項目として出現しており、両利きの経営への問題の示唆とな
る。図表 4-7（総合広告会社の社内クラス間の分散の差）は、マネージャークラスと現
場クラスとの「DC」が多くの制約要因として指摘できるものの、総合広告会社の社内
バラツキほど大きくないので、クラス間分散はそれほど多くの制約問題があるとは言え
ない。 
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5. 考察 
5.1. 各研究目的に関する考察 
本章では、4 章でのアンケート調査結果を踏まえ、1 章で提示した研究目的（１）～
（３）の考察を行う。 
 
研究目的（１）：「総合広告会社とネット広告会社の意識の乖離差（平均値）」と「総
合広告会社の社内の意識のバラツキ（分散）」を測ることで、変革制約への項目を明ら
かにする。 
  
横軸に「総合広告会社とネット広告会社の意識の乖離差（平均値）」、縦軸に 
「総合広告代理店の社内の意識のバラツキ（分散）」を描画した図表を作成した。（図
表 5-1） 
図表 5-1：総合広告会社・ネット広告会社の意識乖離と総合広告会社の意識
のバラツキの関係図 
 
※凡例（関連する理論）：●：戦略制約 ◆：組織制約 ▲：DC 
（出所）筆者作成 
この図表で分かることは、右上の象限に「最も変革制約となっている項目」、右下に
「環境認識の甘さ問題項目」、左上に「意思統一の問題項目」、左下は測定結果としては
問題のない項目として並んでいることが分かる。「最も変革制約となっている項目」と
は、既存企業が変革に向けて最も対処が必要な項目である。「環境認識の甘さ問題項目」
は、既存企業の経営層が環境認識をマネジメントすべき項目である。「意思統一の問題
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項目」は、既存企業の社内意識統一のマネジメントすべき項目である。 
 
研究目的（２）：「総合広告会社の既存部門とデジタル部門の意識の乖離差（平均値）」
と「総合広告会社の既存部門とデジタル部門の社内の意識のバラツキ（分散）」を測る
ことで、両利きへの問題項目を明らかにする。  
 
横軸に「総合広告会社の既存部門とデジタル部門の意識の乖離差（平均値）」、縦軸に
「総合広告代理店の既存部門とデジタル部門の社内の意識のバラツキ（分散）」を描画
した図表を作成した。（図表 5-2） 
 
図表 5-2：総合広告会社の既存部門とデジタル部門の意識の乖離とバラツキの
関係図 
 
※凡例（関連する理論）：●：戦略制約 ◆：組織制約 ▲：DC 
（出所）筆者作成 
 
この図表で分かることは、右上の象限に「両利きの経営への問題項目」、右下に「経
営方針浸透に関する部門間の不統一項目」、左上に「意識ギャップの部門間乖離問題項
目」、左下は測定結果としては問題のない項目が並んでいることが分かる。「両利きの経
営への問題項目」とは、既存企業が両利きに向けて最も対処が必要な項目である。「経
営方針浸透に関する部門間の不統一項目」は、既存企業の部門間を乖離してマネジメン
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トする必要性のある項目である。「意思ギャップの部門間乖離問題項目」は、既存企業
の部門間で異なるマネジメントをする必要性のある項目である。 
 
研究目的（３）：上記（１）の「変革制約への項目」と上記（２）の「両利き経営へ
の問題項目」に共通する項目を明らかにすることで、デジタル化への変革への困難性に
最もつながるであろう制約項目を明らかにする。 
 
図表 5-1 の「最も変革制約となっている項目」と図表 5-2 の「両利きの経営への問題
項目」の両方に共通する項目を抽出したところ、5 つの項目を確認することができた。
（図 5-3） 
 
図表 5-3：デジタル化の対応の困難性に最もつながる項目 
 
（出所）筆者作成 
 
これらの総合広告会社のデジタル化への対応の困難性につながっている 5 項目を問
題分類すると、問番号 7「広告業界におけるデジタル・メディア化は、ネガティブな影
響（既存事業の縮小、収益力の低下等）を与えると思う」と問番号 8「広告業界におけ
るデジタル・メディア化は、ポジティブな影響（収益力の拡大等）を与えると思う」の
2 つを「市場問題」として指摘できる。問番号 7 と 8 は、相反する項目であるが、総合
広告会社との意識の乖離、社内での既存部門とデジタル部門の意識の乖離とバラツキが
大きく、この相反する項目がデジタル化への対応を遅らせている要因として解釈できる。 
問番号 14「自社の経営層は、広告市場におけるデジタル・メディア化に危機感を感じて
いると思う」は、総合広告会社とネット広告会社の乖離が大きく見られる項目であり、
「危機意識問題」として問題分類できる。興味深いのは、ネット広告会社より総合広告
会社の社員の方が、経営層のデジタル化への危機意識が高いと考えているということで
ある。ネット広告会社は既にデジタル化対応しているので、経営層のデジタル化への危
機意識が少ないと解釈できる。問番号 22「デジタル広告事業の作業は、効率が悪いと思
う」は総合広告会社とネット広告会社とで最も意識の乖離がある項目であり、総合広告
会社のデジタル化への困難性につながっている要因と言える。問番号 32「自社のリソ
ース（人材、システム等）は、広告市場におけるデジタル・メディア化に対応している
と思う」は、総合広告会社がネット広告会社に比べ、デジタル化へリソースが対応して
問
番
号
問題分類 ネットとの乖離 総合社内の分散
既存/デジタル部門
との平均値差
既存/デジタル部門
との分散差
7
広告業界におけるデジタル・メディア化は、ネガティブな影響
（既存事業の縮小、収益力の低下等）を与えると思う
市場問題 4位（1.19） ９位（1.51） 1位（0.85） 2位（0.68）
8
広告業界におけるデジタル・メディア化は、ポジティブな影響
（収益力の拡大等）を与えると思う
市場問題 9位（-0.96） 20位（1.26） 3位（0.74） 12位（0.37）
14
自社の経営層は、広告市場におけるデジタル・メディア化に危機
感を感じていると思う
危機意識問題 6位（1.08） 14位（1.33） 13位（0.35） 16位（0.30）
22 デジタル広告事業の作業は、効率が悪いと思う
マネジメント・
コントロール問題
1位（1.88） 18位（1.30） 10位（0.40） 7位（0.42）
32
自社のリソース（人材、システム等）は、広告市場におけるデジ
タル・メディア化に対応していると思う
マネジメント・
コントロール問題
14位（-0.80） 19位（1.27） 5位（0.61） 1位（0.75）
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いないと回答しており、総合広告会社の既存部門とデジタル部門との間でのバラツキが
最もある項目である。上記のような解釈から、問番号 22 と 32 は「マネジメント・コン
トロール問題」として指摘できる。 
 
5.2. 本研究のまとめ 
本研究のまとめとして、次の 5 つの項目を挙げることができる。 
（１） 既存企業である総合広告会社の社員意識に「変革への制約問題項目」や「両利
きの経営への問題項目」として、問題ない項目（図表 5-1 と図表 5-2 の左下の
項目）を一定数確認することができた（例：問番号 5「今後 5 年間で広告業界
における変化の速さは、加速すると思う」など）。また、これらの項目が多い
ほど、デジタル化への対応が早くなると言える。 
（２） 図表 5-1 では、総合広告会社の「変革への最も制約となっている項目」（＝変
革への困難性を示す項目）が確認できた。 
（３） 図表 5-2 では、総合広告会社の「両利きの経営への問題項目」（＝両利きに向
けての困難性を示す項目）が確認できた。 
（４） 総合広告会社の「変革への制約項目」（＝DC 不足問題）と「両利きの経営へ
の問題項目」（＝経営陣が制御しにくい問題）の両方が存在することを確認で
きた。 
（５） 図表 5-3 に示されているように、総合広告会社がデジタル・トランスフォーメ
ーションを進めるには、変革への制約問題項目および両利きの経営への問題
項目の両方のマネジメントをしていく必要がある。 
 以上のまとめから、社員の環境認識や意識のギャップが総合広告会社のデジタル化へ
の対応の困難性を示していることを示唆することができる。 
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6. 研究上の課題と展望 
本研究は、既存企業のデジタル化対応の困難性について、広告業界について実証分
析してものである。4 章の実証分析でも述べたように、調査票設計時とその後の理論
構築過程において、調査票設計と対応する理論とのギャップが生じてしまった点は、
研究課題となる。既存企業の平均値やバラツキが困難性へ影響していることを指摘は
できたが、2 章の図表 2-8 で示したような因果関係の分析をさらに進めることは、研究
上の展望として考えられる。 
 
以上 
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様々な分野で活躍されている WBS の教授の皆様にも、講義などを通じて、多くの学びのあ
る機会を頂けました。深く御礼申し上げます。 
根来ゼミの皆様（現役生、卒業生）からも、様々なアドバイスおよび励ましを頂きました。
心より感謝を申し上げます。 
アンケート調査に協力していただいた皆様のおかげで、本研究が成立したことを深く御礼申
し上げます。 
最後に、2 年間の WBS での生活に理解し、温かく支えてくれた家族に感謝致します。 
   
2019 年 1 月 12 日 
米山 敬太 
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Appendix 
Appendix Ⅰ アンケート調査票 
 
 
  
ご多忙のところ誠に恐縮ですが、「広告市場のデジタル・メディア化」についてのご意見をお伺いしたしたく、
約2~3分程度のアンケートにご協力いただきますようお願い申し上げます。
なお、アンケート内容はすべて統計的に処理いたしますので、後で、お名前が出るなど
ご迷惑をおかけすることは決してございません。
どうぞよろしくお願いいたします。
早稲田大学IT戦略研究所
広告市場におけるデジタル・メディア化について、個人的な意見を下記のあてはまるものにチェック（✔）をしてください。
※「広告市場におけるデジタル・メディア化」とは、広告メディアのデジタル化（ネット化）のことで、デジタル化による業務効率の改善のことではありません。
※次の各項目における貴社における現状を5段階で評価してください。
1 2 3 4 5
全
く
そ
う
思
わ
な
い
非
常
に
そ
う
思
う
1. 広告市場におけるデジタル・メディア化は、自社に大きな影響を与えていると思う ○ ○ ○ ○ ○
2. 広告市場におけるデジタル・メディア化は、既に進んでいると思う ○ ○ ○ ○ ○
3. 広告市場におけるデジタル・メディア化は、今後、数年以内に起こると思う ○ ○ ○ ○ ○
4. 広告市場におけるデジタル・メディア化は、今後、進まないと思う ○ ○ ○ ○ ○
5. 今後5年間で広告業界における変化の速さは、加速すると思う ○ ○ ○ ○ ○
6. 今後の成長分野は、「4マス広告メディア」から「デジタル広告メディア」に移行すると思う ○ ○ ○ ○ ○
7. 自社において、広告業界におけるデジタル・メディア化は、ネガティブな影響（既存事業の縮小、収益力の低下等）を与えると思う ○ ○ ○ ○ ○
8. 自社において、広告業界におけるデジタル・メディア化は、ポジティブな影響（収益力の拡大等）を与えると思う ○ ○ ○ ○ ○
9. 今後、自社に脅威となる企業は、大手総合広告代理店であると思う ○ ○ ○ ○ ○
10. 今後、自社に脅威となる企業は、ネット広告代理店であると思う ○ ○ ○ ○ ○
11. 今後、自社に脅威となる企業は、コンサル企業や総合商社であると思う ○ ○ ○ ○ ○
12. 今後、自社に脅威となる企業は、ITベンチャー企業であると思う ○ ○ ○ ○ ○
13. 自社の経営戦略は、広告市場におけるデジタル・メディア化に対応していると思う ○ ○ ○ ○ ○
14. 自社の経営層は、広告市場におけるデジタル・メディア化に危機感を感じていると思う ○ ○ ○ ○ ○
15. 広告市場におけるデジタル・メディア化への脅威は、日に日に増していると思う ○ ○ ○ ○ ○
16. 今後、デジタル広告の売上は、４マス広告メディアの売上を超えると思う ○ ○ ○ ○ ○
17. デジタル広告の扱いが増えることで、既存の4マス広告メディアの売上が下がり、矛盾を感じることがある ○ ○ ○ ○ ○
18. クライアントからデジタル広告メディア関連の相談が増えている ○ ○ ○ ○ ○
19. クライアントはデジタル広告メディアに効果があると思っている ○ ○ ○ ○ ○
20. クライアントは当面、TVを中心としたマス広告メディアに効果があると思っている ○ ○ ○ ○ ○
21. デジタル広告事業の作業の収益性は、4マスメディア広告事業より高いと思う ○ ○ ○ ○ ○
22. デジタル広告事業の作業は、効率が悪いと思う ○ ○ ○ ○ ○
23. デジタル広告事業は儲からないので、ネット専業代理店に任せた方が良いと思う ○ ○ ○ ○ ○
24. 自社の「デジタル戦略」（ネットメディア、データマーケティング等）はうまくいっていると思う ○ ○ ○ ○ ○
25. 既存の広告関連事業（4マス広告、コンテンツ、スポーツ、プロモーション等）を強化することで自社は成長する ○ ○ ○ ○ ○
26. 自社の中期経営計画と自分の仕事がマッチしていないと感じることがある ○ ○ ○ ○ ○
27. 自社は、デジタル化に伴い、何らかの新規事業に移行しないとならないと思う（＝ビジネスモデルの再構築等） ○ ○ ○ ○ ○
28. 自社は、他の競合他社に先駆けて、デジタル戦略を実行すべきだったと思う ○ ○ ○ ○ ○
29. 自社は、今後数年間のメディアの動向は激しく、キャッチアップができないと思う ○ ○ ○ ○ ○
30. 既存事業とデジタル事業の両方を同時に進めるのは難しいと思う ○ ○ ○ ○ ○
31. 既存ビジネスの売上を下げながら、新規ビジネスを実行するのは難しいと思う ○ ○ ○ ○ ○
32. 自社のリソース（人材、システム等）は、広告市場におけるデジタル・メディア化に対応していると思う ○ ○ ○ ○ ○
33. デジタル領域作業を行うことを自社は高く評価（賞与など）してくれると思う ○ ○ ○ ○ ○
34. 自社は、デジタル戦略にむけた技術開発などを行っている ○ ○ ○ ○ ○
35. 自社では、社内の優秀なメンバーがデジタル部門に投入されていると思う ○ ○ ○ ○ ○
36. 自社では、社外の優秀なメンバーがデジタル部門に投入されていると思う ○ ○ ○ ○ ○
37. 自社では、デジタル領域において社内外の協力（ノウハウ、技術等）を得られることができる ○ ○ ○ ○ ○
38. 自社では、新事業に向けたプロジェクトが奨励され、盛んにおこなわれている ○ ○ ○ ○ ○
以上、ご協力ありがとうございました。
アンケートのお願い
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Appendix Ⅱ アンケート調査結果 
Q1. 広告市場におけるデジタル・メディア化は、自社に大きな影響を与えていると思う 
 
 
Q2. 広告市場におけるデジタル・メディア化は、既に進んでいると思う 
 
 
 
1 2 3 4 5
サ
ン
プ
ル
数
全
く
そ
う
思
わ
な
い
１ ２ ３ ４ 非
常
に
そ
う
思
う
５
Ｔ
Ｏ
Ｐ
２
（
４
＋
５
）
Ｂ
Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
（
１
＋
２
）
加
重
平
均
標
準
偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 181 0.6 3.3 3.9 15.5 76.8 92.3 3.9 4.65 0.76 0.5711 2.0870 0.001
【セグメント】
総合広告会社 148 - 2.7 2.0 16.2 79.1 95.3 2.7 4.72 0.64 0.4060 2.9361 0.000
　既存部門（計） 79 - - 2.5 17.7 79.7 97.5 - 4.77 0.48 0.2266 5.2608 0.000
　　既存部門・マネージャークラス 38 - - - 13.2 86.8 100.0 - 4.87 0.34 0.1143 10.4311 0.000
　　既存部門・現場クラス 41 - - 4.9 22.0 73.2 95.1 - 4.68 0.56 0.3141 3.7947 0.000
　デジタル部門（計） 69 - 5.8 1.4 14.5 78.3 92.8 5.8 4.65 0.78 0.6037 1.9745 0.010
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 - - 2.7 10.8 86.5 97.3 - 4.84 0.44 0.1899 6.2759 0.000
　　デジタル部門・現場クラス 32 - 12.5 - 18.8 68.8 87.5 12.5 4.44 1.00 0.9961 1.1966 0.310
ネット広告会社 33 3.0 6.1 12.1 12.1 66.7 78.8 9.1 4.33 1.09 1.1919 1.000
1 2 3 4 5
サ
ン
プ
ル
数
全
く
そ
う
思
わ
な
い
１ ２ ３ ４ 非
常
に
そ
う
思
う
５
Ｔ
Ｏ
Ｐ
２
（
４
＋
５
）
Ｂ
Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
（
１
＋
２
）
加
重
平
均
標
準
偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 181 0.6 7.7 13.3 28.2 50.3 78.5 8.3 4.20 0.98 0.9549 1.2924 0.151
【セグメント】
総合広告会社 148 - 7.4 11.5 28.4 52.7 81.1 7.4 4.26 0.93 0.8697 1.4190 0.085
　既存部門（計） 79 - 5.1 12.7 26.6 55.7 82.3 5.1 4.33 0.88 0.7778 1.5868 0.051
　　既存部門・マネージャークラス 38 - 5.3 18.4 23.7 52.6 76.3 5.3 4.24 0.93 0.8650 1.4268 0.148
　　既存部門・現場クラス 41 - 4.9 7.3 29.3 58.5 87.8 4.9 4.41 0.83 0.6817 1.8103 0.038
　デジタル部門（計） 69 - 10.1 10.1 30.4 49.3 79.7 10.1 4.19 0.98 0.9645 1.2796 0.196
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 - 5.4 10.8 29.7 54.1 83.8 5.4 4.32 0.87 0.7597 1.6246 0.079
　　デジタル部門・現場クラス 32 - 15.6 9.4 31.3 43.8 75.0 15.6 4.03 1.07 1.1553 1.0683 0.428
ネット広告会社 33 3.0 9.1 21.2 27.3 39.4 66.7 12.1 3.91 1.11 1.2342 1.000
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Q3. 広告市場におけるデジタル・メディア化は、既に進んでいると思う 
 
 
 
Q4. 広告市場におけるデジタル・メディア化は、今後、進まないと思う 
 
 
1 2 3 4 5
サ
ン
プ
ル
数
全
く
そ
う
思
わ
な
い
１ ２ ３ ４ 非
常
に
そ
う
思
う
５
Ｔ
Ｏ
Ｐ
２
（
４
＋
５
）
Ｂ
Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
（
１
＋
２
）
加
重
平
均
標
準
偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 175 13.1 9.7 20.0 19.4 37.7 57.1 22.9 3.59 1.41 1.9793 1.3606 0.161
【セグメント】
総合広告会社 144 13.2 10.4 18.1 16.0 42.4 58.3 23.6 3.64 1.44 2.0779 1.4284 0.127
　既存部門（計） 76 13.2 9.2 17.1 15.8 44.7 60.5 22.4 3.70 1.44 2.0795 1.4294 0.138
　　既存部門・マネージャークラス 35 25.7 8.6 8.6 17.1 40.0 57.1 34.3 3.37 1.66 2.7478 1.8888 0.040
　　既存部門・現場クラス 41 2.4 9.8 24.4 14.6 48.8 63.4 12.2 3.98 1.16 1.3409 1.0849 0.400
　デジタル部門（計） 68 13.2 11.8 19.1 16.2 39.7 55.9 25.0 3.57 1.44 2.0681 1.4216 0.145
　　デジタル部門・マネージャークラス 36 22.2 11.1 22.2 16.7 27.8 44.4 33.3 3.17 1.50 2.2500 1.5467 0.113
　　デジタル部門・現場クラス 32 3.1 12.5 15.6 15.6 53.1 68.8 15.6 4.03 1.21 1.4678 1.0090 0.491
ネット広告会社 31 12.9 6.5 29.0 35.5 16.1 51.6 19.4 3.35 1.21 1.4547 1.000
1 2 3 4 5
サ
ン
プ
ル
数
全
く
そ
う
思
わ
な
い
１ ２ ３ ４ 非
常
に
そ
う
思
う
５
Ｔ
Ｏ
Ｐ
２
（
４
＋
５
）
Ｂ
Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
（
１
＋
２
）
加
重
平
均
標
準
偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 181 64.1 14.4 8.3 8.8 4.4 13.3 78.5 1.75 1.19 1.4133 1.1474 0.282
【セグメント】
総合広告会社 148 68.2 14.2 7.4 4.7 5.4 10.1 82.4 1.65 1.14 1.3090 1.2389 0.198
　既存部門（計） 79 74.7 12.7 5.1 2.5 5.1 7.6 87.3 1.51 1.05 1.1107 1.4600 0.090
　　既存部門・マネージャークラス 38 73.7 13.2 2.6 5.3 5.3 10.5 86.8 1.55 1.12 1.2472 1.3002 0.220
　　既存部門・現場クラス 41 75.6 12.2 7.3 - 4.9 4.9 87.8 1.46 0.99 0.9804 1.6541 0.066
　デジタル部門（計） 69 60.9 15.9 10.1 7.2 5.8 13.0 76.8 1.81 1.22 1.4862 1.0911 0.373
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 62.2 10.8 13.5 10.8 2.7 13.5 73.0 1.81 1.18 1.3966 1.1611 0.330
　　デジタル部門・現場クラス 32 59.4 21.9 6.3 3.1 9.4 12.5 81.3 1.81 1.26 1.5898 1.0200 0.479
ネット広告会社 33 45.5 15.2 12.1 27.3 - 27.3 60.6 2.21 1.27 1.6217
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Q5. 今後５年間で広告業界における変化の速さは、加速すると思う 
 
 
Q6. 今後の成長分野は、「４マス広告メディア」から「デジタル広告メディア」に移行
すると思う 
 
 
1 2 3 4 5
サ
ン
プ
ル
数
全
く
そ
う
思
わ
な
い
１ ２ ３ ４ 非
常
に
そ
う
思
う
５
Ｔ
Ｏ
Ｐ
２
（
４
＋
５
）
Ｂ
Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
（
１
＋
２
）
加
重
平
均
標
準
偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 180 1.7 3.9 15.0 28.3 51.1 79.4 5.6 4.23 0.96 0.9122 1.3018 0.147
【セグメント】
総合広告会社 148 1.4 2.0 14.2 26.4 56.1 82.4 3.4 4.34 0.89 0.7913 1.5008 0.058
　既存部門（計） 79 - 2.5 13.9 22.8 60.8 83.5 2.5 4.42 0.82 0.6736 1.7629 0.023
　　既存部門・マネージャークラス 38 - 5.3 13.2 18.4 63.2 81.6 5.3 4.39 0.90 0.8179 1.4519 0.138
　　既存部門・現場クラス 41 - - 14.6 26.8 58.5 85.4 - 4.44 0.73 0.5390 2.2033 0.010
　デジタル部門（計） 69 2.9 1.4 14.5 30.4 50.7 81.2 4.3 4.25 0.95 0.9103 1.3045 0.180
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 5.4 2.7 16.2 32.4 43.2 75.7 8.1 4.05 1.09 1.1863 1.0010 0.495
　　デジタル部門・現場クラス 32 - - 12.5 28.1 59.4 87.5 - 4.47 0.71 0.4990 2.3796 0.009
ネット広告会社 32 3.1 12.5 18.8 37.5 28.1 65.6 15.6 3.75 1.09 1.1875
1 2 3 4 5
サ
ン
プ
ル
数
全
く
そ
う
思
わ
な
い
１ ２ ３ ４ 非
常
に
そ
う
思
う
５
Ｔ
Ｏ
Ｐ
２
（
４
＋
５
）
Ｂ
Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
（
１
＋
２
）
加
重
平
均
標
準
偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 180 2.2 11.1 24.4 31.1 31.1 62.2 13.3 3.78 1.07 1.1506 1.0530 0.450
【セグメント】
総合広告会社 147 2.0 10.9 26.5 27.9 32.7 60.5 12.9 3.78 1.08 1.1635 1.0647 0.434
　既存部門（計） 79 2.5 16.5 19.0 27.8 34.2 62.0 19.0 3.75 1.16 1.3536 1.2387 0.253
　　既存部門・マネージャークラス 38 2.6 15.8 15.8 15.8 50.0 65.8 18.4 3.95 1.23 1.5235 1.3942 0.171
　　既存部門・現場クラス 41 2.4 17.1 22.0 39.0 19.5 58.5 19.5 3.56 1.06 1.1243 1.0289 0.471
　デジタル部門（計） 68 1.5 4.4 35.3 27.9 30.9 58.8 5.9 3.82 0.97 0.9394 1.1632 0.296
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 2.7 8.1 32.4 24.3 32.4 56.8 10.8 3.76 1.08 1.1570 1.0588 0.437
　　デジタル部門・現場クラス 31 - - 38.7 32.3 29.0 61.3 - 3.90 0.82 0.6681 1.6357 0.089
ネット広告会社 33 3.0 12.1 15.2 45.5 24.2 69.7 15.2 3.76 1.05 1.0927
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Q7. 自社において、広告業界におけるデジタル・メディア化は、ネガティブな影響（既
存事業の縮小、収益力の低下等）を与えると思う 
 
 
Q8. 自社において、広告業界におけるデジタル・メディア化は、ポジティブな影響（収
益力の拡大等）を与えると思う 
 
 
1 2 3 4 5
サ
ン
プ
ル
数
全
く
そ
う
思
わ
な
い
１ ２ ３ ４ 非
常
に
そ
う
思
う
５
Ｔ
Ｏ
Ｐ
２
（
４
＋
５
）
Ｂ
Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
（
１
＋
２
）
加
重
平
均
標
準
偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 181 18.2 14.4 26.0 28.7 12.7 41.4 32.6 3.03 1.29 1.6674 1.3798 0.141
【セグメント】
総合広告会社 148 12.8 12.2 27.7 31.8 15.5 47.3 25.0 3.25 1.23 1.5118 1.2510 0.233
　既存部門（計） 79 2.5 11.4 25.3 40.5 20.3 60.8 13.9 3.65 1.01 1.0136 1.1922 0.262
　　既存部門・マネージャークラス 38 2.6 7.9 26.3 34.2 28.9 63.2 10.5 3.79 1.03 1.0609 1.1390 0.349
　　既存部門・現場クラス 41 2.4 14.6 24.4 46.3 12.2 58.5 17.1 3.51 0.97 0.9328 1.2955 0.217
　デジタル部門（計） 69 24.6 13.0 30.4 21.7 10.1 31.9 37.7 2.80 1.30 1.6980 1.4051 0.146
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 27.0 13.5 18.9 27.0 13.5 40.5 40.5 2.86 1.42 2.0088 1.6623 0.074
　　デジタル部門・現場クラス 32 21.9 12.5 43.8 15.6 6.3 21.9 34.4 2.72 1.15 1.3271 1.0982 0.396
ネット広告会社 33 42.4 24.2 18.2 15.2 - 15.2 66.7 2.06 1.10 1.2084
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サ
ン
プ
ル
数
全
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そ
う
思
わ
な
い
１ ２ ３ ４ 非
常
に
そ
う
思
う
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Ｔ
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２
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Ｂ
Ｏ
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）
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均
標
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偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 180 6.1 16.7 34.4 23.3 19.4 42.8 22.8 3.33 1.15 1.3111 1.6957 0.039
【セグメント】
総合広告会社 147 7.5 19.7 36.7 21.8 14.3 36.1 27.2 3.16 1.12 1.2612 1.6312 0.053
　既存部門（計） 78 9.0 26.9 43.6 15.4 5.1 20.5 35.9 2.81 0.97 0.9502 1.2289 0.262
　　既存部門・マネージャークラス 38 18.4 26.3 47.4 7.9 - 7.9 44.7 2.45 0.88 0.7735 1.0005 0.503
　　既存部門・現場クラス 40 - 27.5 40.0 22.5 10.0 32.5 27.5 3.15 0.94 0.8775 1.1349 0.359
　デジタル部門（計） 69 5.8 11.6 29.0 29.0 24.6 53.6 17.4 3.55 1.15 1.3199 1.7071 0.049
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 10.8 21.6 18.9 21.6 27.0 48.6 32.4 3.32 1.36 1.8408 2.3807 0.007
　　デジタル部門・現場クラス 32 - - 40.6 37.5 21.9 59.4 - 3.81 0.77 0.5898 1.3108 0.227
ネット広告会社 33 - 3.0 24.2 30.3 42.4 72.7 3.0 4.12 0.88 0.7732
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Q9. 今後、自社に脅威となる企業は、大手総合広告会社であると思う 
 
 
 
Q10. 今後、自社に脅威となる企業は、ネット広告会社であると思う 
 
 
1 2 3 4 5
サ
ン
プ
ル
数
全
く
そ
う
思
わ
な
い
１ ２ ３ ４ 非
常
に
そ
う
思
う
５
Ｔ
Ｏ
Ｐ
２
（
４
＋
５
）
Ｂ
Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
（
１
＋
２
）
加
重
平
均
標
準
偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 180 25.0 18.3 27.8 22.2 6.7 28.9 43.3 2.67 1.25 1.5648 2.0680 0.008
【セグメント】
総合広告会社 147 29.3 18.4 24.5 19.7 8.2 27.9 47.6 2.59 1.31 1.7110 2.2612 0.004
　既存部門（計） 79 29.1 21.5 20.3 19.0 10.1 29.1 50.6 2.59 1.35 1.8106 2.3929 0.004
　　既存部門・マネージャークラス 38 34.2 18.4 18.4 21.1 7.9 28.9 52.6 2.50 1.35 1.8289 2.4171 0.006
　　既存部門・現場クラス 41 24.4 24.4 22.0 17.1 12.2 29.3 48.8 2.68 1.33 1.7775 2.3492 0.007
　デジタル部門（計） 68 29.4 14.7 29.4 20.6 5.9 26.5 44.1 2.59 1.26 1.5952 2.1082 0.011
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 43.2 13.5 13.5 24.3 5.4 29.7 56.8 2.35 1.38 1.9036 2.5158 0.005
　　デジタル部門・現場クラス 31 12.9 16.1 48.4 16.1 6.5 22.6 29.0 2.87 1.04 1.0801 1.4275 0.162
ネット広告会社 33 6.1 18.2 42.4 33.3 - 33.3 24.2 3.03 0.87 0.7567
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Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
（
１
＋
２
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平
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標
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分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 181 7.7 14.4 23.2 33.1 21.5 54.7 22.1 3.46 1.20 1.4310 2.0946 0.008
【セグメント】
総合広告会社 148 9.5 13.5 18.9 33.1 25.0 58.1 23.0 3.51 1.26 1.5878 2.3241 0.003
　既存部門（計） 79 7.6 17.7 19.0 31.6 24.1 55.7 25.3 3.47 1.24 1.5401 2.2543 0.006
　　既存部門・マネージャークラス 38 5.3 23.7 13.2 23.7 34.2 57.9 28.9 3.58 1.31 1.7175 2.5139 0.005
　　既存部門・現場クラス 41 9.8 12.2 24.4 39.0 14.6 53.7 22.0 3.37 1.16 1.3540 1.9818 0.024
　デジタル部門（計） 69 11.6 8.7 18.8 34.8 26.1 60.9 20.3 3.55 1.28 1.6387 2.3986 0.004
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 21.6 10.8 13.5 32.4 21.6 54.1 32.4 3.22 1.45 2.1154 3.0964 0.001
　　デジタル部門・現場クラス 32 - 6.3 25.0 37.5 31.3 68.8 6.3 3.94 0.90 0.8086 1.1835 0.319
ネット広告会社 33 - 18.2 42.4 33.3 6.1 39.4 18.2 3.27 0.83 0.6832
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Q11. 今後、自社に脅威となる企業は、コンサル企業や総合商社であると思う 
 
 
 
Q12. 今後、自社に脅威となる企業は、ＩＴベンチャー企業であると思う 
 
 
1 2 3 4 5
サ
ン
プ
ル
数
全
く
そ
う
思
わ
な
い
１ ２ ３ ４ 非
常
に
そ
う
思
う
５
Ｔ
Ｏ
Ｐ
２
（
４
＋
５
）
Ｂ
Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
（
１
＋
２
）
加
重
平
均
標
準
偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 181 7.7 14.4 21.5 35.9 20.4 56.4 22.1 3.47 1.19 1.4093 1.1953 0.281
【セグメント】
総合広告会社 148 7.4 9.5 20.9 38.5 23.6 62.2 16.9 3.61 1.16 1.3449 1.1407 0.341
　既存部門（計） 79 8.9 7.6 17.7 44.3 21.5 65.8 16.5 3.62 1.16 1.3495 1.1445 0.342
　　既存部門・マネージャークラス 38 10.5 10.5 21.1 39.5 18.4 57.9 21.1 3.45 1.21 1.4578 1.2364 0.272
　　既存部門・現場クラス 41 7.3 4.9 14.6 48.8 24.4 73.2 12.2 3.78 1.09 1.1957 1.0141 0.488
　デジタル部門（計） 69 5.8 11.6 24.6 31.9 26.1 58.0 17.4 3.61 1.16 1.3396 1.1362 0.352
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 8.1 8.1 16.2 37.8 29.7 67.6 16.2 3.73 1.20 1.4405 1.2217 0.284
　　デジタル部門・現場クラス 32 3.1 15.6 34.4 25.0 21.9 46.9 18.8 3.47 1.09 1.1865 1.0063 0.492
ネット広告会社 33 9.1 36.4 24.2 24.2 6.1 30.3 45.5 2.82 1.09 1.1791
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い
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Ｔ
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Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
（
１
＋
２
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散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 179 5.0 19.0 26.3 37.4 12.3 49.7 24.0 3.33 1.07 1.1483 1.4133 0.128
【セグメント】
総合広告会社 147 6.1 20.4 23.1 38.8 11.6 50.3 26.5 3.29 1.10 1.2138 1.4939 0.096
　既存部門（計） 79 7.6 16.5 21.5 44.3 10.1 54.4 24.1 3.33 1.10 1.2081 1.4869 0.109
　　既存部門・マネージャークラス 38 7.9 7.9 23.7 52.6 7.9 60.5 15.8 3.45 1.02 1.0367 1.2759 0.245
　　既存部門・現場クラス 41 7.3 24.4 19.5 36.6 12.2 48.8 31.7 3.22 1.16 1.3421 1.6518 0.076
　デジタル部門（計） 68 4.4 25.0 25.0 32.4 13.2 45.6 29.4 3.25 1.10 1.2169 1.4977 0.108
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 5.4 35.1 13.5 35.1 10.8 45.9 40.5 3.11 1.16 1.3397 1.6488 0.080
　　デジタル部門・現場クラス 31 3.2 12.9 38.7 29.0 16.1 45.2 16.1 3.42 1.01 1.0177 1.2525 0.268
ネット広告会社 32 - 12.5 40.6 31.3 15.6 46.9 12.5 3.50 0.90 0.8125
51 
 
Q13. 自社の経営戦略は、広告市場におけるデジタル・メディア化に対応していると思
う 
 
 
Q14. 自社の経営層は、広告市場におけるデジタル・メディア化に危機感を感じている
と思う 
 
 
1 2 3 4 5
サ
ン
プ
ル
数
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く
そ
う
思
わ
な
い
１ ２ ３ ４ 非
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そ
う
思
う
５
Ｔ
Ｏ
Ｐ
２
（
４
＋
５
）
Ｂ
Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
（
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＋
２
）
加
重
平
均
標
準
偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 181 7.2 24.3 30.9 23.8 13.8 37.6 31.5 3.13 1.14 1.3043 1.3079 0.186
【セグメント】
総合広告会社 148 8.8 27.0 32.4 21.6 10.1 31.8 35.8 2.97 1.11 1.2425 1.2459 0.237
　既存部門（計） 79 12.7 31.6 32.9 19.0 3.8 22.8 44.3 2.70 1.04 1.0723 1.0752 0.421
　　既存部門・マネージャークラス 38 18.4 42.1 28.9 7.9 2.6 10.5 60.5 2.34 0.95 0.9093 1.0967 0.391
　　既存部門・現場クラス 41 7.3 22.0 36.6 29.3 4.9 34.1 29.3 3.02 1.00 0.9994 1.0022 0.502
　デジタル部門（計） 69 4.3 21.7 31.9 24.6 17.4 42.0 26.1 3.29 1.12 1.2493 1.2528 0.244
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 - 27.0 32.4 27.0 13.5 40.5 27.0 3.27 1.00 1.0080 1.0108 0.490
　　デジタル部門・現場クラス 32 9.4 15.6 31.3 21.9 21.9 43.8 25.0 3.31 1.24 1.5273 1.5316 0.118
ネット広告会社 33 - 12.1 24.2 33.3 30.3 63.6 12.1 3.82 1.00 0.9972
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サ
ン
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ル
数
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う
思
わ
な
い
１ ２ ３ ４ 非
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う
５
Ｔ
Ｏ
Ｐ
２
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４
＋
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）
Ｂ
Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
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＋
２
）
加
重
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均
標
準
偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 180 7.8 14.4 16.7 37.2 23.9 61.1 22.2 3.55 1.22 1.4808 1.2424 0.238
【セグメント】
総合広告会社 147 5.4 12.2 12.9 40.8 28.6 69.4 17.7 3.75 1.15 1.3312 1.1169 0.369
　既存部門（計） 78 5.1 6.4 12.8 43.6 32.1 75.6 11.5 3.91 1.08 1.1586 1.0287 0.446
　　既存部門・マネージャークラス 38 7.9 2.6 5.3 47.4 36.8 84.2 10.5 4.03 1.11 1.2361 1.0371 0.461
　　既存部門・現場クラス 40 2.5 10.0 20.0 40.0 27.5 67.5 12.5 3.80 1.03 1.0600 1.1245 0.361
　デジタル部門（計） 69 5.8 18.8 13.0 37.7 24.6 62.3 24.6 3.57 1.21 1.4631 1.2275 0.265
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 2.7 24.3 8.1 37.8 27.0 64.9 27.0 3.62 1.19 1.4244 1.1950 0.306
　　デジタル部門・現場クラス 32 9.4 12.5 18.8 37.5 21.9 59.4 21.9 3.50 1.22 1.5000 1.2585 0.261
ネット広告会社 33 18.2 24.2 33.3 21.2 3.0 24.2 42.4 2.67 1.09 1.1919
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Q15. 広告市場におけるデジタル・メディア化への脅威は、日に日に増していると思う 
 
 
Q16. 今後、デジタル広告の売上は、４マス広告メディアの売上を超えると思う 
 
 
 
 
1 2 3 4 5
サ
ン
プ
ル
数
全
く
そ
う
思
わ
な
い
１ ２ ３ ４ 非
常
に
そ
う
思
う
５
Ｔ
Ｏ
Ｐ
２
（
４
＋
５
）
Ｂ
Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
Ｍ
２
（
１
＋
２
）
加
重
平
均
標
準
偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 180 1.7 11.7 15.0 38.3 33.3 71.7 13.3 3.90 1.04 1.0900 1.0008 0.474
【セグメント】
総合広告会社 147 1.4 6.1 12.2 41.5 38.8 80.3 7.5 4.10 0.93 0.8671 1.2581 0.182
　既存部門（計） 78 - 6.4 9.0 42.3 42.3 84.6 6.4 4.21 0.85 0.7272 1.5002 0.076
　　既存部門・マネージャークラス 37 - 8.1 8.1 37.8 45.9 83.8 8.1 4.22 0.90 0.8181 1.3334 0.201
　　既存部門・現場クラス 41 - 4.9 9.8 46.3 39.0 85.4 4.9 4.20 0.80 0.6449 1.6917 0.058
　デジタル部門（計） 69 2.9 5.8 15.9 40.6 34.8 75.4 8.7 3.99 1.00 0.9998 1.0911 0.373
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 2.7 5.4 18.9 35.1 37.8 73.0 8.1 4.00 1.01 1.0270 1.0622 0.428
　　デジタル部門・現場クラス 32 3.1 6.3 12.5 46.9 31.3 78.1 9.4 3.97 0.98 0.9678 1.1272 0.370
ネット広告会社 33 3.0 36.4 27.3 24.2 9.1 33.3 39.4 3.00 1.04 1.0909
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サ
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い
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Ｂ
Ｏ
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＋
２
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分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 181 6.6 16.6 13.8 24.9 38.1 63.0 23.2 3.71 1.30 1.6965 1.2170 0.260
【セグメント】
総合広告会社 148 8.1 15.5 15.5 25.0 35.8 60.8 23.6 3.65 1.32 1.7414 1.2493 0.234
　既存部門（計） 79 6.3 13.9 19.0 26.6 34.2 60.8 20.3 3.68 1.25 1.5581 1.1178 0.371
　　既存部門・マネージャークラス 38 7.9 15.8 13.2 23.7 39.5 63.2 23.7 3.71 1.34 1.7846 1.2803 0.240
　　既存部門・現場クラス 41 4.9 12.2 24.4 29.3 29.3 58.5 17.1 3.66 1.16 1.3468 1.0350 0.454
　デジタル部門（計） 69 10.1 17.4 11.6 23.2 37.7 60.9 27.5 3.61 1.40 1.9483 1.3977 0.150
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 18.9 13.5 8.1 24.3 35.1 59.5 32.4 3.43 1.53 2.3535 1.6884 0.068
　　デジタル部門・現場クラス 32 - 21.9 15.6 21.9 40.6 62.5 21.9 3.81 1.18 1.4023 1.0060 0.493
ネット広告会社 33 - 21.2 6.1 24.2 48.5 72.7 21.2 4.00 1.18 1.3939
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Q17. デジタル広告の扱いが増えることで、既存の４マス広告メディアの売上が下がり、
矛盾を感じることがある 
 
 
Q18. クライアントからデジタル広告メディア関連の相談が増えている 
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Ｂ
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散
F
値
有
意
水
準
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値
）
全　　　　　　　　　体 180 17.2 26.1 28.3 20.0 8.3 28.3 43.3 2.76 1.19 1.4263 1.9017 0.018
【セグメント】
総合広告会社 148 18.2 23.6 26.4 21.6 10.1 31.8 41.9 2.82 1.25 1.5546 2.0727 0.010
　既存部門（計） 79 12.7 22.8 29.1 25.3 10.1 35.4 35.4 2.97 1.18 1.3918 1.8557 0.028
　　既存部門・マネージャークラス 38 18.4 18.4 31.6 26.3 5.3 31.6 36.8 2.82 1.17 1.3608 1.8144 0.046
　　既存部門・現場クラス 41 7.3 26.8 26.8 24.4 14.6 39.0 34.1 3.12 1.17 1.3754 1.8338 0.042
　デジタル部門（計） 69 24.6 24.6 23.2 17.4 10.1 27.5 49.3 2.64 1.30 1.6803 2.2404 0.008
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 27.0 16.2 21.6 21.6 13.5 35.1 43.2 2.78 1.40 1.9533 2.6043 0.004
　　デジタル部門・現場クラス 32 21.9 34.4 25.0 12.5 6.3 18.8 56.3 2.47 1.15 1.3115 1.7487 0.063
ネット広告会社 32 12.5 37.5 37.5 12.5 - 12.5 50.0 2.50 0.87 0.7500
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）
全　　　　　　　　　体 180 2.2 5.6 14.4 36.7 41.1 77.8 7.8 4.09 0.98 0.9699 1.5016 0.052
【セグメント】
総合広告会社 147 1.4 4.1 14.3 37.4 42.9 80.3 5.4 4.16 0.91 0.8305 1.7536 0.014
　既存部門（計） 78 2.6 5.1 11.5 41.0 39.7 80.8 7.7 4.10 0.97 0.9382 1.5523 0.060
　　既存部門・マネージャークラス 38 2.6 5.3 7.9 44.7 39.5 84.2 7.9 4.13 0.95 0.9037 1.6115 0.081
　　既存部門・現場クラス 40 2.5 5.0 15.0 37.5 40.0 77.5 7.5 4.08 0.98 0.9694 1.5024 0.113
　デジタル部門（計） 69 - 2.9 17.4 33.3 46.4 79.7 2.9 4.23 0.84 0.6999 2.0810 0.006
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 - - 21.6 32.4 45.9 78.4 - 4.24 0.79 0.6165 2.3623 0.007
　　デジタル部門・現場クラス 32 - 6.3 12.5 34.4 46.9 81.3 6.3 4.22 0.89 0.7959 1.8299 0.048
ネット広告会社 33 6.1 12.1 15.2 33.3 33.3 66.7 18.2 3.76 1.21 1.4564
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Q19. クライアントはデジタル広告メディアに効果があると思っている 
 
 
Q20. クライアントは当面、ＴＶを中心としたマス広告メディアに効果があると思って
いる 
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サ
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Ｂ
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Ｍ
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加
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平
均
標
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偏
差
分
散
F
値
有
意
水
準
（
P
値
）
全　　　　　　　　　体 181 2.2 7.2 23.2 36.5 30.9 67.4 9.4 3.87 1.01 1.0100 1.1092 0.327
【セグメント】
総合広告会社 148 2.0 7.4 24.3 37.8 28.4 66.2 9.5 3.83 0.99 0.9782 1.1452 0.289
　既存部門（計） 79 3.8 7.6 22.8 36.7 29.1 65.8 11.4 3.80 1.06 1.1235 1.0029 0.513
　　既存部門・マネージャークラス 38 2.6 5.3 21.1 44.7 26.3 71.1 7.9 3.87 0.95 0.9037 1.2396 0.263
　　既存部門・現場クラス 41 4.9 9.8 24.4 29.3 31.7 61.0 14.6 3.73 1.15 1.3183 1.1767 0.320
　デジタル部門（計） 69 - 7.2 26.1 39.1 27.5 66.7 7.2 3.87 0.90 0.8091 1.3847 0.131
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 - 10.8 29.7 29.7 29.7 59.5 10.8 3.78 0.99 0.9803 1.1428 0.347
　　デジタル部門・現場クラス 32 - 3.1 21.9 50.0 25.0 75.0 3.1 3.97 0.77 0.5928 1.8899 0.040
ネット広告会社 33 3.0 6.1 18.2 30.3 42.4 72.7 9.1 4.03 1.06 1.1203
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全　　　　　　　　　体 181 2.8 18.2 26.0 42.5 10.5 53.0 21.0 3.40 0.99 0.9799 1.1752 0.302
【セグメント】
総合広告会社 148 2.0 15.5 24.3 45.3 12.8 58.1 17.6 3.51 0.97 0.9390 1.1262 0.358
　既存部門（計） 79 - 17.7 21.5 40.5 20.3 60.8 17.7 3.63 1.00 0.9918 1.1895 0.297
　　既存部門・マネージャークラス 38 - 21.1 23.7 39.5 15.8 55.3 21.1 3.50 0.99 0.9868 1.1836 0.315
　　既存部門・現場クラス 41 - 14.6 19.5 41.5 24.4 65.9 14.6 3.76 0.98 0.9649 1.1572 0.338
　デジタル部門（計） 69 4.3 13.0 27.5 50.7 4.3 55.1 17.4 3.38 0.92 0.8435 1.0117 0.499
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 2.7 10.8 29.7 51.4 5.4 56.8 13.5 3.46 0.86 0.7348 1.1347 0.355
　　デジタル部門・現場クラス 32 6.3 15.6 25.0 50.0 3.1 53.1 21.9 3.28 0.98 0.9521 1.1419 0.355
ネット広告会社 33 6.1 30.3 33.3 30.3 - 30.3 36.4 2.88 0.91 0.8338
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Q21. デジタル広告事業の作業の収益性は、４マスメディア広告事業より高いと思う 
 
 
 
Q22. デジタル広告事業の作業は、効率が悪いと思う 
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全　　　　　　　　　体 181 40.3 24.9 15.5 14.4 5.0 19.3 65.2 2.19 1.24 1.5448 1.2244 0.254
【セグメント】
総合広告会社 148 47.3 27.7 13.5 8.1 3.4 11.5 75.0 1.93 1.11 1.2310 1.0250 0.441
　既存部門（計） 79 57.0 26.6 10.1 5.1 1.3 6.3 83.5 1.67 0.94 0.8790 1.4353 0.100
　　既存部門・マネージャークラス 38 73.7 18.4 2.6 2.6 2.6 5.3 92.1 1.42 0.88 0.7701 1.6384 0.074
　　既存部門・現場クラス 41 41.5 34.1 17.1 7.3 - 7.3 75.6 1.90 0.93 0.8685 1.4527 0.131
　デジタル部門（計） 69 36.2 29.0 17.4 11.6 5.8 17.4 65.2 2.22 1.21 1.4745 1.1686 0.319
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 37.8 40.5 13.5 - 8.1 8.1 78.4 2.00 1.12 1.2432 1.0149 0.480
　　デジタル部門・現場クラス 32 34.4 15.6 21.9 25.0 3.1 28.1 50.0 2.47 1.27 1.6240 1.2872 0.241
ネット広告会社 33 9.1 12.1 24.2 42.4 12.1 54.5 21.2 3.36 1.12 1.2617
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全　　　　　　　　　体 181 8.8 13.3 19.3 23.8 34.8 58.6 22.1 3.62 1.31 1.7263 2.3038 0.003
【セグメント】
総合広告会社 148 4.7 6.8 18.2 27.7 42.6 70.3 11.5 3.97 1.14 1.3029 1.7388 0.034
　既存部門（計） 79 2.5 5.1 16.5 26.6 49.4 75.9 7.6 4.15 1.03 1.0655 1.4220 0.134
　　既存部門・マネージャークラス 38 2.6 7.9 7.9 23.7 57.9 81.6 10.5 4.26 1.07 1.1413 1.5231 0.114
　　既存部門・現場クラス 41 2.4 2.4 24.4 29.3 41.5 70.7 4.9 4.05 0.99 0.9732 1.2988 0.225
　デジタル部門（計） 69 7.2 8.7 20.3 29.0 34.8 63.8 15.9 3.75 1.22 1.4900 1.9885 0.017
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 5.4 5.4 13.5 21.6 54.1 75.7 10.8 4.14 1.17 1.3601 1.8152 0.045
　　デジタル部門・現場クラス 32 9.4 12.5 28.1 37.5 12.5 50.0 21.9 3.31 1.13 1.2773 1.7047 0.069
ネット広告会社 33 27.3 42.4 24.2 6.1 - 6.1 69.7 2.09 0.87 0.7493
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Q23. デジタル広告事業は儲からないので、ネット専業代理店に任せた方が良いと思う 
 
 
 
Q24. 自社の「デジタル戦略」（ネットメディア、データマーケティング等）はうまくい
っていると思う 
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全　　　　　　　　　体 180 23.9 28.9 23.9 13.9 9.4 23.3 52.8 2.56 1.25 1.5685 1.5116 0.083
【セグメント】
総合広告会社 147 26.5 23.8 25.9 12.9 10.9 23.8 50.3 2.58 1.30 1.6861 1.6249 0.054
　既存部門（計） 78 25.6 23.1 26.9 10.3 14.1 24.4 48.7 2.64 1.34 1.7942 1.7291 0.043
　　既存部門・マネージャークラス 38 23.7 18.4 26.3 13.2 18.4 31.6 42.1 2.84 1.41 1.9751 1.9034 0.033
　　既存部門・現場クラス 40 27.5 27.5 27.5 7.5 10.0 17.5 55.0 2.45 1.24 1.5475 1.4914 0.124
　デジタル部門（計） 69 27.5 24.6 24.6 15.9 7.2 23.2 52.2 2.51 1.25 1.5543 1.4979 0.105
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 27.0 24.3 21.6 18.9 8.1 27.0 51.4 2.57 1.28 1.6508 1.5909 0.093
　　デジタル部門・現場クラス 32 28.1 25.0 28.1 12.5 6.3 18.8 53.1 2.44 1.20 1.4336 1.3816 0.184
ネット広告会社 33 12.1 51.5 15.2 18.2 3.0 21.2 63.6 2.48 1.02 1.0376
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全　　　　　　　　　体 181 14.4 35.9 29.8 13.8 6.1 19.9 50.3 2.61 1.08 1.1653 1.0153 0.503
【セグメント】
総合広告会社 148 16.2 41.2 29.1 9.5 4.1 13.5 57.4 2.44 1.00 1.0031 1.1443 0.290
　既存部門（計） 79 25.3 45.6 25.3 3.8 - 3.8 70.9 2.08 0.81 0.6525 1.7593 0.023
　　既存部門・マネージャークラス 38 28.9 52.6 18.4 - - - 81.6 1.89 0.68 0.4626 2.4813 0.004
　　既存部門・現場クラス 41 22.0 39.0 31.7 7.3 - 7.3 61.0 2.24 0.88 0.7698 1.4911 0.115
　デジタル部門（計） 69 5.8 36.2 33.3 15.9 8.7 24.6 42.0 2.86 1.04 1.0804 1.0624 0.407
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 5.4 43.2 29.7 13.5 8.1 21.6 48.6 2.76 1.02 1.0489 1.0943 0.395
　　デジタル部門・現場クラス 32 6.3 28.1 37.5 18.8 9.4 28.1 34.4 2.97 1.05 1.0928 1.0504 0.446
ネット広告会社 33 6.1 12.1 33.3 33.3 15.2 48.5 18.2 3.39 1.07 1.1478
57 
 
Q25. 既存の広告関連事業（４マス広告、コンテンツ、スポーツ、プロモーション等）
を強化することで自社は成長する 
 
 
 
Q26. 自社の中期経営計画と自分の仕事がマッチしていないと感じることがある 
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全　　　　　　　　　体 181 10.5 21.0 22.7 32.6 13.3 45.9 31.5 3.17 1.21 1.4569 1.1480 0.332
【セグメント】
総合広告会社 148 10.8 18.9 21.6 34.5 14.2 48.6 29.7 3.22 1.22 1.4841 1.1694 0.310
　既存部門（計） 79 10.1 16.5 20.3 39.2 13.9 53.2 26.6 3.30 1.19 1.4267 1.1242 0.364
　　既存部門・マネージャークラス 38 13.2 10.5 26.3 36.8 13.2 50.0 23.7 3.26 1.21 1.4571 1.1481 0.347
　　既存部門・現場クラス 41 7.3 22.0 14.6 41.5 14.6 56.1 29.3 3.34 1.18 1.3956 1.0997 0.394
　デジタル部門（計） 69 11.6 21.7 23.2 29.0 14.5 43.5 33.3 3.13 1.24 1.5337 1.2085 0.282
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 10.8 13.5 21.6 40.5 13.5 54.1 24.3 3.32 1.19 1.4083 1.1097 0.384
　　デジタル部門・現場クラス 32 12.5 31.3 25.0 15.6 15.6 31.3 43.8 2.91 1.26 1.5850 1.2489 0.267
ネット広告会社 33 9.1 30.3 27.3 24.2 9.1 33.3 39.4 2.94 1.13 1.2691
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全　　　　　　　　　体 180 13.9 28.9 32.8 17.8 6.7 24.4 42.8 2.74 1.11 1.2236 1.1141 0.371
【セグメント】
総合広告会社 147 12.9 27.9 33.3 18.4 7.5 25.9 40.8 2.80 1.11 1.2373 1.1266 0.357
　既存部門（計） 79 7.6 25.3 39.2 19.0 8.9 27.8 32.9 2.96 1.05 1.0998 1.0014 0.515
　　既存部門・マネージャークラス 38 10.5 13.2 50.0 15.8 10.5 26.3 23.7 3.03 1.06 1.1309 1.0297 0.469
　　既存部門・現場クラス 41 4.9 36.6 29.3 22.0 7.3 29.3 41.5 2.90 1.03 1.0637 1.0325 0.457
　デジタル部門（計） 68 19.1 30.9 26.5 17.6 5.9 23.5 50.0 2.60 1.15 1.3276 1.2089 0.282
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 18.9 29.7 27.0 16.2 8.1 24.3 48.6 2.65 1.19 1.4171 1.2903 0.234
　　デジタル部門・現場クラス 31 19.4 32.3 25.8 19.4 3.2 22.6 51.6 2.55 1.10 1.2154 1.1067 0.388
ネット広告会社 33 18.2 33.3 30.3 15.2 3.0 18.2 51.5 2.52 1.05 1.0983
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Q27. 自社は、デジタル化に伴い、何らかの新規事業に移行しないとならないと思う（＝
ビジネスモデルの再構築等） 
 
 
 
Q28. 自社は、他の競合他社に先駆けて、デジタル戦略を実行すべきだったと思う 
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全　　　　　　　　　体 180 2.8 9.4 18.9 41.1 27.8 68.9 12.2 3.82 1.03 1.0608 1.1669 0.311
【セグメント】
総合広告会社 147 2.0 6.1 15.0 43.5 33.3 76.9 8.2 4.00 0.95 0.9116 1.0027 0.520
　既存部門（計） 79 1.3 5.1 12.7 41.8 39.2 81.0 6.3 4.13 0.91 0.8194 1.1094 0.348
　　既存部門・マネージャークラス 38 - 7.9 10.5 34.2 47.4 81.6 7.9 4.21 0.92 0.8504 1.0690 0.420
　　既存部門・現場クラス 41 2.4 2.4 14.6 48.8 31.7 80.5 4.9 4.05 0.88 0.7781 1.1683 0.318
　デジタル部門（計） 68 2.9 7.4 17.6 45.6 26.5 72.1 10.3 3.85 0.99 0.9784 1.0762 0.419
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 - 8.1 2.7 54.1 35.1 89.2 8.1 4.16 0.82 0.6764 1.3440 0.194
　　デジタル部門・現場クラス 31 6.5 6.5 35.5 35.5 16.1 51.6 12.9 3.48 1.04 1.0884 1.1973 0.308
ネット広告会社 33 6.1 24.2 36.4 30.3 3.0 33.3 30.3 3.00 0.95 0.9091
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全　　　　　　　　　体 181 6.1 9.4 16.6 28.7 39.2 68.0 15.5 3.86 1.21 1.4600 1.0179 0.499
【セグメント】
総合広告会社 148 2.7 6.1 14.2 30.4 46.6 77.0 8.8 4.12 1.04 1.0798 1.3283 0.132
　既存部門（計） 79 1.3 6.3 11.4 27.8 53.2 81.0 7.6 4.25 0.97 0.9486 1.5121 0.072
　　既存部門・マネージャークラス 38 - 5.3 15.8 23.7 55.3 78.9 5.3 4.29 0.92 0.8373 1.7131 0.058
　　既存部門・現場クラス 41 2.4 7.3 7.3 31.7 51.2 82.9 9.8 4.22 1.02 1.0494 1.3669 0.173
　デジタル部門（計） 69 4.3 5.8 17.4 33.3 39.1 72.5 10.1 3.97 1.09 1.1876 1.2078 0.254
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 5.4 5.4 18.9 32.4 37.8 70.3 10.8 3.92 1.12 1.2637 1.1350 0.355
　　デジタル部門・現場クラス 32 3.1 6.3 15.6 34.4 40.6 75.0 9.4 4.03 1.05 1.0928 1.3126 0.226
ネット広告会社 33 21.2 24.2 27.3 21.2 6.1 27.3 45.5 2.67 1.20 1.4343
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Q29. 自社は、今後数年間のメディアの動向は激しく、キャッチアップができないと思
う 
 
 
 
Q30. 既存事業とデジタル事業の両方を同時に進めるのは難しいと思う 
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全　　　　　　　　　体 180 22.2 27.8 26.1 16.7 7.2 23.9 50.0 2.59 1.21 1.4532 1.2540 0.228
【セグメント】
総合広告会社 147 19.0 27.9 27.2 17.0 8.8 25.9 46.9 2.69 1.21 1.4667 1.2656 0.221
　既存部門（計） 78 7.7 37.2 28.2 19.2 7.7 26.9 44.9 2.82 1.07 1.1473 1.0101 0.470
　　既存部門・マネージャークラス 38 7.9 42.1 23.7 15.8 10.5 26.3 50.0 2.79 1.13 1.2715 1.0972 0.397
　　既存部門・現場クラス 40 7.5 32.5 32.5 22.5 5.0 27.5 40.0 2.85 1.01 1.0275 1.1278 0.357
　デジタル部門（計） 69 31.9 17.4 26.1 14.5 10.1 24.6 49.3 2.54 1.34 1.7849 1.5402 0.090
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 29.7 13.5 27.0 18.9 10.8 29.7 43.2 2.68 1.36 1.8408 1.5884 0.094
　　デジタル部門・現場クラス 32 34.4 21.9 25.0 9.4 9.4 18.8 56.3 2.38 1.29 1.6719 1.4427 0.154
ネット広告会社 33 36.4 27.3 21.2 15.2 - 15.2 63.6 2.15 1.08 1.1589
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全　　　　　　　　　体 180 28.9 38.3 13.9 14.4 4.4 18.9 67.2 2.27 1.15 1.3315 1.0028 0.471
【セグメント】
総合広告会社 147 27.2 41.5 12.9 12.9 5.4 18.4 68.7 2.28 1.15 1.3304 1.0036 0.471
　既存部門（計） 79 24.1 44.3 15.2 10.1 6.3 16.5 68.4 2.30 1.13 1.2748 1.0474 0.422
　　既存部門・マネージャークラス 38 26.3 39.5 10.5 13.2 10.5 23.7 65.8 2.42 1.29 1.6648 1.2469 0.264
　　既存部門・現場クラス 41 22.0 48.8 19.5 7.3 2.4 9.8 70.7 2.20 0.94 0.8888 1.5023 0.111
　デジタル部門（計） 68 30.9 38.2 10.3 16.2 4.4 20.6 69.1 2.25 1.18 1.3934 1.0436 0.459
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 37.8 32.4 8.1 16.2 5.4 21.6 70.3 2.19 1.25 1.5588 1.1675 0.330
　　デジタル部門・現場クラス 31 22.6 45.2 12.9 16.1 3.2 19.4 67.7 2.32 1.09 1.1863 1.1255 0.374
ネット広告会社 33 36.4 24.2 18.2 21.2 - 21.2 60.6 2.24 1.16 1.3352
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Q31. 既存ビジネスの売上を下げながら、新規ビジネスを実行するのは難しいと思う 
 
 
Q32. 自社のリソース（人材、システム等）は、広告市場におけるデジタル・メディア
化に対応していると思う 
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全　　　　　　　　　体 180 18.3 27.8 25.0 21.1 7.8 28.9 46.1 2.72 1.21 1.4562 1.5516 0.071
【セグメント】
総合広告会社 147 17.0 26.5 23.8 23.1 9.5 32.7 43.5 2.82 1.23 1.5241 1.6240 0.055
　既存部門（計） 78 17.9 26.9 24.4 21.8 9.0 30.8 44.9 2.77 1.23 1.5108 1.6099 0.067
　　既存部門・マネージャークラス 37 18.9 29.7 24.3 21.6 5.4 27.0 48.6 2.65 1.17 1.3630 1.4524 0.144
　　既存部門・現場クラス 41 17.1 24.4 24.4 22.0 12.2 34.1 41.5 2.88 1.27 1.6193 1.7254 0.057
　デジタル部門（計） 69 15.9 26.1 23.2 24.6 10.1 34.8 42.0 2.87 1.24 1.5337 1.6343 0.064
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 21.6 18.9 24.3 27.0 8.1 35.1 40.5 2.81 1.27 1.6129 1.7186 0.062
　　デジタル部門・現場クラス 32 9.4 34.4 21.9 21.9 12.5 34.4 43.8 2.94 1.20 1.4336 1.5276 0.119
ネット広告会社 33 24.2 33.3 30.3 12.1 - 12.1 57.6 2.30 0.97 0.9385
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全　　　　　　　　　体 181 13.8 34.8 21.0 21.0 9.4 30.4 48.6 2.77 1.20 1.4349 1.1417 0.289
【セグメント】
総合広告会社 148 14.9 38.5 21.6 18.9 6.1 25.0 53.4 2.63 1.13 1.2741 1.2858 0.161
　既存部門（計） 79 16.5 46.8 22.8 13.9 - 13.9 63.3 2.34 0.91 0.8326 1.9677 0.008
　　既存部門・マネージャークラス 38 18.4 55.3 18.4 7.9 - 7.9 73.7 2.16 0.81 0.6593 2.4848 0.004
　　既存部門・現場クラス 41 14.6 39.0 26.8 19.5 - 19.5 53.7 2.51 0.97 0.9328 1.7563 0.046
　デジタル部門（計） 69 13.0 29.0 20.3 24.6 13.0 37.7 42.0 2.96 1.26 1.5778 1.0383 0.436
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 18.9 32.4 16.2 18.9 13.5 32.4 51.4 2.76 1.32 1.7516 1.0692 0.426
　　デジタル部門・現場クラス 32 6.3 25.0 25.0 31.3 12.5 43.8 31.3 3.19 1.13 1.2773 1.2825 0.245
ネット広告会社 33 9.1 18.2 18.2 30.3 24.2 54.5 27.3 3.42 1.28 1.6382
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Q33. デジタル領域作業を行うことを自社は高く評価（賞与など）してくれると思う 
 
 
 
Q34. 自社は、デジタル戦略にむけた技術開発などを行っている 
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全　　　　　　　　　体 181 7.7 18.8 27.6 26.5 19.3 45.9 26.5 3.31 1.20 1.4402 1.0380 0.420
【セグメント】
総合広告会社 148 8.8 18.2 30.4 26.4 16.2 42.6 27.0 3.23 1.18 1.3932 1.0731 0.376
　既存部門（計） 79 10.1 16.5 39.2 27.8 6.3 34.2 26.6 3.04 1.05 1.0998 1.3593 0.138
　　既存部門・マネージャークラス 38 7.9 18.4 31.6 39.5 2.6 42.1 26.3 3.11 0.99 0.9889 1.5117 0.113
　　既存部門・現場クラス 41 12.2 14.6 46.3 17.1 9.8 26.8 26.8 2.98 1.09 1.1945 1.2515 0.249
　デジタル部門（計） 69 7.2 20.3 20.3 24.6 27.5 52.2 27.5 3.45 1.28 1.6387 1.0962 0.396
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 10.8 18.9 24.3 24.3 21.6 45.9 29.7 3.27 1.29 1.6567 1.1082 0.386
　　デジタル部門・現場クラス 32 3.1 21.9 15.6 25.0 34.4 59.4 25.0 3.66 1.24 1.5381 1.0289 0.468
ネット広告会社 33 3.0 21.2 15.2 27.3 33.3 60.6 24.2 3.67 1.22 1.4949
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全　　　　　　　　　体 181 10.5 16.6 23.2 29.3 20.4 49.7 27.1 3.33 1.26 1.5899 1.0306 0.481
【セグメント】
総合広告会社 148 11.5 17.6 25.0 29.7 16.2 45.9 29.1 3.22 1.24 1.5343 1.0055 0.469
　既存部門（計） 79 16.5 20.3 25.3 30.4 7.6 38.0 36.7 2.92 1.21 1.4626 1.0548 0.413
　　既存部門・マネージャークラス 38 26.3 26.3 15.8 23.7 7.9 31.6 52.6 2.61 1.31 1.7126 1.1101 0.384
　　既存部門・現場クラス 41 7.3 14.6 34.1 36.6 7.3 43.9 22.0 3.22 1.02 1.0494 1.4701 0.123
　デジタル部門（計） 69 5.8 14.5 24.6 29.0 26.1 55.1 20.3 3.55 1.19 1.4068 1.0966 0.367
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 8.1 18.9 16.2 35.1 21.6 56.8 27.0 3.43 1.24 1.5427 1.0000 0.503
　　デジタル部門・現場クラス 32 3.1 9.4 34.4 21.9 31.3 53.1 12.5 3.69 1.10 1.2148 1.2699 0.254
ネット広告会社 33 6.1 12.1 15.2 27.3 39.4 66.7 18.2 3.82 1.24 1.5427
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Q35. 自社では、社内の優秀なメンバーがデジタル部門に投入されていると思う 
 
 
 
Q36. 自社では、社外の優秀なメンバーがデジタル部門に投入されていると思う 
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全　　　　　　　　　体 181 7.2 19.3 30.4 27.1 16.0 43.1 26.5 3.25 1.15 1.3277 1.0471 0.408
【セグメント】
総合広告会社 148 7.4 22.3 33.1 27.0 10.1 37.2 29.7 3.10 1.09 1.1857 1.1726 0.260
　既存部門（計） 79 8.9 25.3 36.7 26.6 2.5 29.1 34.2 2.89 0.98 0.9617 1.4456 0.096
　　既存部門・マネージャークラス 38 7.9 26.3 36.8 26.3 2.6 28.9 34.2 2.89 0.97 0.9363 1.4849 0.123
　　既存部門・現場クラス 41 9.8 24.4 36.6 26.8 2.4 29.3 34.1 2.88 0.99 0.9851 1.4113 0.150
　デジタル部門（計） 69 5.8 18.8 29.0 27.5 18.8 46.4 24.6 3.35 1.15 1.3283 1.0467 0.426
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 2.7 27.0 16.2 35.1 18.9 54.1 29.7 3.41 1.15 1.3221 1.0515 0.440
　　デジタル部門・現場クラス 32 9.4 9.4 43.8 18.8 18.8 37.5 18.8 3.28 1.15 1.3271 1.0476 0.449
ネット広告会社 33 6.1 6.1 18.2 27.3 42.4 69.7 12.1 3.94 1.18 1.3903
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全　　　　　　　　　体 181 5.0 15.5 42.0 23.8 13.8 37.6 20.4 3.26 1.04 1.0762 1.0772 0.418
【セグメント】
総合広告会社 148 5.4 18.2 41.9 23.6 10.8 34.5 23.6 3.16 1.02 1.0413 1.0422 0.464
　既存部門（計） 79 6.3 21.5 38.0 26.6 7.6 34.2 27.8 3.08 1.02 1.0322 1.0332 0.473
　　既存部門・マネージャークラス 38 7.9 23.7 42.1 21.1 5.3 26.3 31.6 2.92 0.98 0.9675 1.0327 0.459
　　既存部門・現場クラス 41 4.9 19.5 34.1 31.7 9.8 41.5 24.4 3.22 1.02 1.0494 1.0503 0.447
　デジタル部門（計） 69 4.3 14.5 46.4 20.3 14.5 34.8 18.8 3.26 1.02 1.0334 1.0343 0.470
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 5.4 18.9 43.2 21.6 10.8 32.4 24.3 3.14 1.02 1.0358 1.0367 0.461
　　デジタル部門・現場クラス 32 3.1 9.4 50.0 18.8 18.8 37.5 12.5 3.41 1.00 0.9912 1.0079 0.492
ネット広告会社 33 3.0 3.0 42.4 24.2 27.3 51.5 6.1 3.70 1.00 0.9991
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Q37. 自社では、デジタル領域において社内外の協力（ノウハウ、技術等）を得られる
ことができる 
 
 
 
Q38. 自社では、新事業に向けたプロジェクトが奨励され、盛んにおこなわれている 
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全　　　　　　　　　体 180 1.1 12.8 22.2 41.7 22.2 63.9 13.9 3.71 0.99 0.9721 1.0545 0.450
【セグメント】
総合広告会社 148 1.4 13.5 24.3 43.2 17.6 60.8 14.9 3.62 0.97 0.9379 1.0174 0.500
　既存部門（計） 79 2.5 16.5 22.8 50.6 7.6 58.2 19.0 3.44 0.94 0.8797 1.0480 0.421
　　既存部門・マネージャークラス 38 5.3 18.4 26.3 39.5 10.5 50.0 23.7 3.32 1.05 1.1108 1.2049 0.300
　　既存部門・現場クラス 41 - 14.6 19.5 61.0 4.9 65.9 14.6 3.56 0.80 0.6365 1.4483 0.134
　デジタル部門（計） 69 - 10.1 26.1 34.8 29.0 63.8 10.1 3.83 0.96 0.9263 1.0048 0.509
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 - 5.4 21.6 43.2 29.7 73.0 5.4 3.97 0.85 0.7290 1.2646 0.248
　　デジタル部門・現場クラス 32 - 15.6 31.3 25.0 28.1 53.1 15.6 3.66 1.05 1.1006 1.1939 0.312
ネット広告会社 32 - 9.4 12.5 34.4 43.8 78.1 9.4 4.13 0.96 0.9219
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全　　　　　　　　　体 181 6.6 18.8 25.4 28.7 20.4 49.2 25.4 3.38 1.19 1.4169 1.5554 0.070
【セグメント】
総合広告会社 148 7.4 22.3 29.1 27.0 14.2 41.2 29.7 3.18 1.15 1.3248 1.4544 0.108
　既存部門（計） 79 7.6 17.7 34.2 30.4 10.1 40.5 25.3 3.18 1.08 1.1585 1.2717 0.227
　　既存部門・マネージャークラス 38 7.9 18.4 34.2 34.2 5.3 39.5 26.3 3.11 1.02 1.0416 1.1434 0.352
　　既存部門・現場クラス 41 7.3 17.1 34.1 26.8 14.6 41.5 24.4 3.24 1.12 1.2576 1.3806 0.175
　デジタル部門（計） 69 7.2 27.5 23.2 23.2 18.8 42.0 34.8 3.19 1.23 1.5152 1.6634 0.057
　　デジタル部門・マネージャークラス 37 5.4 29.7 16.2 29.7 18.9 48.6 35.1 3.27 1.22 1.4945 1.6407 0.079
　　デジタル部門・現場クラス 32 9.4 25.0 31.3 15.6 18.8 34.4 34.4 3.09 1.23 1.5225 1.6713 0.077
ネット広告会社 33 3.0 3.0 9.1 36.4 48.5 84.8 6.1 4.24 0.95 0.9109
